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生活福祉課 生活保護事務費 ・・・ 7

【健康こども部】

保健医療福祉連携課 病院群輪番制病院設備整備事業費 ・・・ 8

こども家庭課 児童館運営費 ・・・ 8

こども家庭課 市立保育園運営費 ・・・ 9
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平成３０年度９月補正予算（案）その②

事業別概要目次　（一般会計）
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長寿社会課
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市高齢
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障がい福祉課
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・・・ 45

経済・雇用戦略課
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市佐治
町和紙生産伝習施設の管理運営費

・・・ 46

観光戦略課
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往来交流館の管理運営費

・・・ 47

農業振興課
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市神戸
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・・・ 48

農業振興課
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市国府
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農業振興課
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市青谷
町特産物加工販売施設の管理運営費

・・・ 50

農業振興課
指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市佐治
町農産物加工センターの管理運営費

・・・ 51

林務水産課
都市環境課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市安蔵
公園及び安蔵森林公園の管理運営費

・・・ 52
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 260 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 260 0 

戸籍住民基本台帳費

目 戸籍住民基本台帳費

補正前額 28,444 

要求額 260 

総務部長段階査定額 260 

一般会計 【問合せ先】戸籍係 0857-20-3494 

【１０次総の施策体系】5201 

【事業の経過及び背景】
　戸籍事務へのマイナンバー制度の導入については、平成２６年から有識者会議において
検討が開始された。さらに、平成２９年１０月２０日からは、国の法制審議会において、
戸籍法の改正が検討されている。

【事業の目的及び効果】 
　制度導入にあたっては、複数の市区町村の戸籍に記録されている個人の戸籍情報につい
て名寄せを行ったうえで、氏名や本籍等の情報を基に同一個人の戸籍情報を特定し、複数
の戸籍に記録されている個人の戸籍情報を個人単位に統合した情報を整備し、この情報と
マイナンバー情報とを関連付けることが予定されている。
　そのためには、各市区町村の戸籍システムで使用している外字等について、同一の文字
とみなすことができる複数の文字を単一の文字として特定し、その文字に一意の文字コー
ドを割り当て、各市区町村の戸籍情報に適用する必要がある。
　この準備として、国において、各市区町村が戸籍システムで使用している外字等の情報
を把握するもの。

【事業の内容】
　戸籍記録文字情報収集業務の委託経費 
　※歳入　国庫支出金（社会保障・税番号制度システム整備費補助金）（補助率10/10）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 260 0 

総調００１ 項　　目　　名 戸籍関係事務費

予算書項目 戸籍事務費 ページ 21 所　　属　　名

総務部総務調整局 
市民課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 3,780 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,780 0 

戸籍住民基本台帳費

目 戸籍住民基本台帳費

補正前額 19,902 

要求額 3,780 

総務部長段階査定額 3,780 

一般会計 【問合せ先】住民登録係・市民係 0857-20-3493・3492 
 
【１０次総の施策体系】5201 
 
【事業の経過及び背景】 
　国の女性活躍推進の取り組みの一環として、希望者に対しマイナンバーカード等への旧 
姓の併記等を行うこととなった。（平成２８年度閣議決定） 
　これら関係法の改正により、関係システム（既存住基システムやカード管理システム等 
）の改修を実施するもの。 
 
【事業の目的及び効果】 
　マイナンバーカード等に氏の文字の変更が生じる場合、変更直前の氏、または出生時の 
氏のどちらかを選択し、本名と併せてそれらに記載することにより、個人の同一性がより 
特定しやすくなる。 
 
【事業の内容】 
　マイナンバーカード等の記載事項の充実に関するシステム改修に要する経費の増額
　※歳入　国庫支出金（社会保障・税番号システム整備費補助金）（補助率10/10）
　
　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 3,780 0 

総調００２ 項　　目　　名 住民登録関係事務費

予算書項目 住民基本台帳事務費 ページ 21 所　　属　　名

総務部総務調整局 
市民課年度 H30

- 1 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 1,080 0 

一般財源 8,128 諸収入 1,080 

計 9,208 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,208 0 

徴税費

目 税務総務費

補正前額 97,429 

要求額 9,208 

総務部長段階査定額 9,208 

一般会計 【問合せ先】税制係 0857-20-3411 
 
【１０次総の施策体系】5301 
 
【事業の経過及び背景】 
　「ふるさと納税」制度は、都市部と地方の税収格差を是正することを目的に平成２０年 
度から導入された制度。納税者がふるさとや応援したい自治体に寄附することで個人住民 
税から寄附金の一部が控除される。 
 
【事業の目的及び効果】 
　昨年度、返礼割合を３割に変更した影響が続いており、寄附受入件数・金額ともに伸び 
悩んでいるため、他市の事例等を参考にし、民間が開設しているポータルサイトを活用し 
た寄附募集を拡充し、寄附受入件数・金額の増を図ろうとするもの。 
 
【事業の内容】 
　ソフトバンク系列の「株式会社さとふる」と契約し、当該ポータルサイトの集客力を活 
用した寄附の募集を行う。 
 
　＜ふるさと納税による寄附件数及び寄附金額＞ 
　平成２８年度　２４，７６１件　３７８，４４１千円 
　平成２９年度　　９，９１３件　２２１，２１０千円 
　平成３０年度　１４，２５０件　２２８，０００千円（見込）
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　※その他財源の諸収入は、ふるさと納税出店料。　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

総調００３ 項　　目　　名 ふるさと納税推進事業費

予算書項目 税務事務費 ページ 21 所　　属　　名

総務部総務調整局 
市民税課年度 H30

- 2 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 633 諸収入 0 

計 633 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 633 0 

社会福祉費

目 人権交流プラザ管理費

補正前額 7,268 

要求額 633 

総務部長段階査定額 633 

一般会計 【問合せ先】中央人権福祉センター 0857-24-8241 

【１０次総の施策体系】1401　 

【事業の経過及び背景】
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、非常用照明に不具合があることが
判明した。

【事業の目的及び効果】 
　非常用照明の交換を行い、市民の安全を確保する。

【事業の内容】 
　　人権交流プラザの非常用照明の交換　20か所

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

人００１ 項　　目　　名 人権交流プラザ管理運営費

予算書項目 管理運営費 ページ 23 所　　属　　名

総務部人権政策局 
人権推進課年度 H30

- 3 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 498 諸収入 0 

計 498 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 498 0 

社会教育費

目 文化振興費

補正前額 9,934 

要求額 498 

総務部長段階査定額 498 

一般会計 【問合せ先】文化芸術係 0857-20-3226 

【１０次総の施策体系】3301 

【事業の経過及び背景】 
　本市の文化芸術振興を図るため、鳥取市文化芸術事業に関する補助金交付要綱に基づ
き、文化団体に助成する。 

【事業の目的及び効果】 
　文化芸術団体が実施する文化芸術に関する事業に必要な経費の一部を補助することによ
り、自主的な文化芸術活動の促進を図り、地域に根ざした創造的な文化芸術の振興とここ
ろ豊かな市民生活の形成に寄与することを目的とする。 

【事業の内容】 
・国民文化祭参加事業補助金（開催地：大分県）　 
　本市から参加する団体及び参加者の増による増額。 

　　参加団体　　　　　　　補助見込額 
　逢鷲太鼓連　　　　　　　１８６千円 
　鳥取女声合唱団　　　　　３０５千円 
　岡野貞一記念合唱団　　　４２０千円 
　鳥取県かるた協会　　　　　８７千円 
　　　合計　　　　　　　　９９８千円 
　当初予算額　　　　　　　５００千円 
　　　差引　　　　　　　　４９８千円　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

企００１ 項　　目　　名 文化芸術推進事業補助金

予算書項目 文化振興費 ページ 31 所　　属　　名

企画推進部 
文化交流課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

企００２ 項　　目　　名 学習・交流センター施設管理費

予算書項目 学習・交流センター施設管理費 ページ 21 所　　属　　名

文化交流課 
国際交流プラザ年度 H30

事業の概要　会計名

一般会計 【問合せ先】国際交流プラザ 0857-31-3253 
 
【１０次総の施策体系】3204 
 
【事業の経過及び背景】
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、非常用照明に不具合があることが
判明した。

【事業の目的及び効果】
　非常用照明の交換を行い、市民の安全を確保する。

【事業の内容】 
　学習・交流センター鳥取の非常用照明の交換　22か所

款 総務費

項

0 

市長段階査定額 902 0 

総務管理費

目 企画費

補正前額 10,872 

要求額 902 

総務部長段階査定額 902 その他財源の内訳

分担金 0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 902 諸収入 0 

902 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

- 4 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００１ 項　　目　　名 過年度分国庫支出金返還金

予算書項目 過年度分国県支出金返還金 ページ 21 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 H30

補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 180 0 

一般財源 0 諸収入 180 

事業の概要　会計名

0 

一般会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 
【１０次総の施策体系】 1304
【事業の経過及び背景】 
　補助事業者の消費税及び地方消費税の確定申告により、交付を受けた国庫補助金に係る
消費税及び地方消費税の仕入控除税額（補助金返還額）が確定したため。また、補助事業
によりスプリンクラー設備を整備した小規模多機能型居宅介護事業所が別の場所に移転新
築し、当該設備を認知症高齢者グループホームの用途に転用するため。

【事業の目的及び効果】
　補助事業者の消費税及び地方消費税の確定申告により、平成２７年度（平成２８年度繰
越分）及び平成２８年度（現年度分）で交付を受けた国庫補助金に係る消費税及び地方消
費税の仕入控除税額（補助金返還額）が確定したため、国に対して補助金を返還するも
の。
　また、平成２１年度（平成２２年度繰越分）の補助事業によりスプリンクラー設備を整
備した小規模多機能型居宅介護事業所（認知症高齢者グループホームとの併設型）が別の
場所に移転新築し、当該設備を認知症高齢者グループホームの用途に転用することに伴
い、県に対して補助金を返還するもの。

【事業の内容】
　＜平成27年度地域介護・福祉空間整備等交付金（国）（平成28年度繰越分）＞
　　［交付済額］　　［返還額］　　　［返還後補助金額］
　　2,744,000円　－ 16,170円（Ａ）　＝　2,727,830円
　＜平成28年度地域介護・福祉空間整備等交付金（国）（現年度分）＞
　　［交付済額］　　［返還額］　　　［返還後補助金額］
　　2,093,000円　－　7,689円（Ａ）　＝　2,085,311円
　＜平成21年度鳥取県介護基盤緊急整備事業補助金（県）（平成22年度繰越分）＞
　　［交付済額］　　　［耐用年数］［経過年数］　　［耐用年数］　 ［返還額］
　　1,248,000円　×　（　　8年　 －　 7年    ）　／　　8年　　＝　156,000円
　　　　返還額計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＝179,859円
　※その他財源の諸収入は、補助金返還金。

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分

市長段階査定額 180 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 180 

総務部長段階査定額 180 

180 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００２ 項　　目　　名 地域介護・福祉空間整備等補助金

予算書項目 地域介護・福祉空間整備等補助金 ページ 21 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 H30

補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 5,093 0 

地方債 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

事業の概要　会計名

0 

一般会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 

【１０次総の施策体系】1302 

【事業の経過及び背景】 
　火災発生時に自力で避難することが困難な人が多く宿泊又は入居する小規模多機能型居
宅介護事業所や有料老人ホーム等のスプリンクラー設備等の設置が、平成２７年４月から
原則義務化された。

【事業の目的及び効果】 
　国の補助金を積極的に活用し、既存施設のスプリンクラー整備等を行う事業者に対して
助成（財源：国補助１０／１０）を行い、介護基盤の強化を通じて利用者の安全・安心を
確 保する。

【事業の内容】 
　市内事業者から実施要望のあったスプリンクラー設備等の整備に対して助成を行う。

　＜既存施設スプリンクラー設備等整備事業＞ 
　　１事業所　補助金交付予定額５，０９３千円
　　（補助単価）＠9,260円×（面積）266㎡＋（消火ポンプユニット等）2,630,000円
　　　　　　　　※補助金は千円未満切捨

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分

市長段階査定額 5,093 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 0 

要求額 5,093 

総務部長段階査定額 5,093 

5,093 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

- 5 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００３ 項　　目　　名 地域医療介護総合確保事業補助金

予算書項目 社会福祉施設整備等補助金 ページ 21 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 H30

補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,611 0 

地方債 0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入 0 

事業の概要　会計名

0 

一般会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 
 
【１０次総の施策体系】1302 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２６年６月に「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法
律の整備等に関する法律」（医療介護総合確保推進法）が施行された。この法律に基づ
き、消費税の増税財源により都道府県に「地域医療介護総合確保基金」を設置して、地域
の医療及び介護の確保 を総合的に推進することとされた。

【事業の目的及び効果】 
　県に設置された地域医療介護総合確保基金補助金（県１０／１０）を活用し、介護施設
等の整備 を進める。 
 
【事業の内容】 
　介護施設等の開設準備経費に対する補助単価が改定されたことに伴い、事業費を増額す
るもの。 （補助単価：定員1人あたり561千円→800千円）

　認知症高齢者グループホーム（１施設）
　［補正前］補助単価621千円　×　定員9人　＝　5,589千円（Ａ）
　［補正後］補助単価800千円　×　定員9人　＝　7,200千円（Ｂ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　補正額　1,611千円（Ｂ）－（Ａ）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分

市長段階査定額 1,611 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 37,589 

要求額 1,611 

総務部長段階査定額 1,611 

1,611 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

福００４ 項　　目　　名 社会福祉施設改修事業費

予算書項目 社会福祉施設整備費 ページ 21 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 H30

補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 0 0 

一般財源 10,259 諸収入 0 

事業の概要　会計名

0 

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-20-3449 

【１０次総の施策体系】1302 

【事業の経過及び背景】 
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、非常用照明に不具合があることが
判明した。

【事業の目的及び効果】 
　非常用照明の交換を行い、市民の安全を確保する。

【事業の内容】 
 　指定管理施設の非常用照明を修繕する。

　　　[施設名]　　　　　　　　 [修繕個所数]　　　　[金額]
　鳥取市総合福祉センター 
　 ・さざんか会館 　　　 　　　　 76個所　　　 　4,149,225円（Ａ）
　 ・高齢者福祉センター　　　　　 19個所　　 　　1,023,383円（Ｂ）
　老人保健施設やすらぎ　　　　　  60個所　　　 　2,205,795円（Ｃ）
 　佐治町老人福祉センター　　　　  18個所　　　 　1,005,302円（Ｄ）
　鹿野町老人福祉センター　　　　  23個所　　　 　1,081,269円（Ｅ）
　青谷町高齢者生活福祉センター　  15個所　　　 　　793,863円（Ｆ）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計10,258,837円（Ａ～Ｆ）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分

市長段階査定額 10,259 0 

社会福祉費

目 社会福祉総務費

補正前額 181,690 

要求額 10,259 

総務部長段階査定額 10,259 

10,259 その他 0 

行財政改革課処理欄

計

- 6 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

0 

その他 0 0 

一般財源 1,990 諸収入

計 1,990 その他 0 

行財政改革課処理欄

財
源
内
訳

国・県支出金

0 

事業の概要　会計名

0 

その他財源の内訳

市長段階査定額 1,990 0 

社会福祉費

目 身体障がい者福祉費

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-20-3474 
 
【１０次総の施策体系】1303 
 
【事業の経過及び背景】
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、非常用照明に不具合があることが
判明した。

【事業の目的及び効果】
　非常用照明の交換を行い、市民の安全を確保する。

 
【事業の内容】 
　鳥取市障害者福祉センターの非常用照明の交換　５１個所　１，９９０千円
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

0 

0 

地方債 0 

分担金 0 

0 

区　　分

補正前額 5,827 

要求額 1,990 

総務部長段階査定額 1,990 

補正額

福００５ 項　　目　　名 身体障がい者福祉行政事務費

予算書項目 事務費 ページ 23 所　　属　　名

福祉部 
障がい福祉課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

補正額

福００６ 項　　目　　名 生活保護事務費

予算書項目 事務費 ページ 25 所　　属　　名

福祉部 
生活福祉課年度 H30

市長段階査定額 2,074 0 

生活保護費

目 生活保護総務費

一般会計 【問合せ先】生活支援係 0857-20-3476 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の目的及び効果】 
　中国残留邦人等支援給付事務を遂行するうえで必要な事務費を計上する。 
 
【事業の内容】 
　中国残留邦人等支援給付システム改修委託 
 
　５年に一度の基準額等の見直しに伴う対応。 
　法改正適用日　　：平成３０年１０月１日 
　契約予定日　　　：平成３０年９月末 
　ソフト納品予定日：平成３０年９月末　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

0 

0 

地方債 0 

0 

事業の概要　会計名

2,074 

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分

補正前額 17,333 

要求額 2,074 

総務部長段階査定額 2,074 

0 

その他 0 0 

一般財源 0 諸収入

計 2,074 その他 0 

行財政改革課処理欄

財
源
内
訳

国・県支出金
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 3,027 諸収入 0 

計 9,081 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 9,081 0 

保健衛生費

目 保健衛生総務費

補正前額 0 

要求額 9,081 

総務部長段階査定額 9,081 

一般会計 【問合せ先】保健医療福祉連携課 0857-20-3914

【１０次総の施策体系】1301

【事業の経過及び背景】
　二次救急病院（病院群輪番制病院）として一次救急病院（夜間休日急患診療所）からの
紹介患者、傷病者及び救急患者の診察に対応するためには、医療機器整備は常に点検、更
新をして一定の高いレベルを保つ必要がある。

【事業の目的及び効果】
　必要な機器を更新し、救急患者の受け入れ態勢を整備することにより、本市の救急体制
の充実が図られまた、救急担当医の負担軽減につながる。

【事業の内容・実績】
（内容）
　病院群輪番制病院の医療機器新規購入、更新に対して補助金を交付する。
　(補助率10/10（内訳：国1/3、県1/3、市1/3）、上限：21,600千円〕
　平成３０年度　　　　　　　　　９，０８１，０００円
　　　　　内訳：鳥取生協病院　　４，５８７，０００円
　　　　　　　　鳥取赤十字病院　４，４９４，０００円
（実績）
　平成２７年度実績　　　　　　　交付実績なし
　平成２８年度実績　　　　　　　９，４６２，０００円
　　　　　内訳：鳥取生協病院　　４，１４０，０００円
　　　　　　　　鳥取赤十字病院　５，３２２，０００円
　平成２９年度分　　　　　　　　５，８９２，０００円
　　　　　内訳：鳥取生協病院　　４，４３１，０００円
　　　　　　　　鳥取赤十字病院　１，４６１，０００円

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 6,054 0 

健００１ 項　　目　　名 病院群輪番制病院設備整備事業費

予算書項目 病院群輪番制病院設備整備事業費 ページ 25 所　　属　　名

健康こども部 
保健医療福祉連携課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,516 諸収入 0 

計 1,516 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,516 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 94,406 

要求額 1,516 

総務部長段階査定額 1,516 

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3462 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、非常用照明に不具合があることが
判明した。
　
【事業の目的及び効果】
　非常用照明の交換を行い、市民の安全を確保する。

【事業の内容】 
　馬場児童館ほか10館の非常用照明の交換　34か所

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健００２ 項　　目　　名 児童館運営費

予算書項目 児童館運営費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,427 諸収入 0 

計 2,427 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,427 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 587,219 

要求額 3,359 

総務部長段階査定額 2,427 

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、非常用照明に不具合があることが
判明した。

【事業の目的及び効果】
　非常用照明の交換を行い、市民の安全を確保する。

【事業の内容】 
　みたから保育園ほか11園の非常用照明の交換　56か所

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健００３ 項　　目　　名 市立保育園運営費

予算書項目 市立保育園運営費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 174 諸収入 0 

計 174 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 174 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 31,081 

要求額 174 

総務部長段階査定額 174 

一般会計 【問合せ先】保育係 0857-20-3464 

【１０次総の施策体系】1201
 
【事業の経過及び背景】
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、非常用照明に不具合があることが
判明した。

【事業の目的及び効果】
　非常用照明の交換を行い、市民の安全を確保する。

【事業の内容】 
　福部町子育て支援センターの非常用照明の交換　３か所

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健００４ 項　　目　　名 地域子育て支援センター管理費

予算書項目 市立保育園運営費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 22,471 諸収入 0 

計 202,246 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 202,246 0 

児童福祉費

目 保育所費

補正前額 462,693 

要求額 202,246 

総務部長段階査定額 202,246 

一般会計 【問合せ先】管理企画係 0857-20-3461 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　近年の保育需要の増大により保育ニーズの低年齢化が進むなか、保育園の収容力不足の 
解消を図るため、対応施設の整備が必要となっている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　国の「保育所等整備交付金」を活用して、民間法人の施設整備に対する助成を行い、保
育園の定員を増加させ、待機児童対策を推進する。 
 
【事業の内容】 
　認定こども園　  (仮称)よしなりまなびや園　 
　○補助金交付先　株式会社　まなびや園 
　○整備内容　　　保育所型認定こども園　新築(うち保育園部分に対して助成)
　○総事業費　　　379,601千円（見込） 
　○助成額　　　　202,246千円（見込） 
　　　　　　　　　(補助基準額の3/4) 　保育園部分(国庫2/3、市1/12) 
　○場所　　　　　鳥取市吉成713-1　ほか
　○構造　　　　　木造平屋建て
　○定員　 　　　 保育園部分　150名　(全体165名)　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 179,775 0 

健００５ 項　　目　　名 保育所緊急整備事業費補助金

予算書項目 私立保育園運営施設助成費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 225 諸収入 0 

計 300 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 300 0 

保健衛生費

目 保健衛生総務費

補正前額 2,000 

要求額 600 

総務部長段階査定額 300 

一般会計 【問合せ先】予防係 0857-20-3191
 
【１０次総の施策体系】1301 

【事業の経過及び背景】 
　自宅に風呂を所有していない方や、自宅の風呂の管理が困難な高齢者等にとって、一般 
公衆浴場は日常の保健衛生の確保のために必要不可欠な施設である。この入浴料金は利用 
者にとって低廉な料金となるよう、県による物価統制令（昭和２１年３月３日勅令第１１ 
８号）による統制額の指定がされており、このため公衆浴場は経営的な制約を受けている 
。この公衆浴場の運営費・施設整備費に対して県・市で助成することにより、公衆浴場の 
経営の安定を図り、市民の公衆衛生基盤を安定的に確保する。 

【事業の目的及び効果】 
　燃油価格の高騰は、一般公衆浴場の経営経費に占める割合が高く、大きな影響を与えて
い るため、従来の助成に加え燃油高騰分に対する支援を行う。

【事業の内容】 
　一般公衆浴場対に対する燃油高騰分に対する助成
　○補助対象　　　　鳥取市内　４浴場
　○補助額（上限）　150,000円／浴場　（15円×10,000L）
　○補助率：鳥取市　３／４、鳥取県　１／４ 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 75 0 

健００６ 項　　目　　名 公衆浴場確保対策補助金

予算書項目 公衆浴場運営補助金 ページ 25 所　　属　　名

健康こども部 
中央保健センター年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,238 諸収入 0 

計 2,238 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,238 0 

保健衛生費

目 保健衛生総務費

補正前額 81,581 

要求額 2,238 

総務部長段階査定額 2,238 

一般会計 【問合せ先】予防係 0857-20-3191
 
【１０次総の施策体系】1301 

【事業の経過及び背景】 
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、非常用照明に不具合があることが
判明した。

【事業の目的及び効果】 
　非常用照明の交換を行い、市民の安全を確保する。

【事業の内容】 
　用瀬地区保健センターほか５施設の非常用照明の交換　４５か所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健００７ 項　　目　　名 施設管理費

予算書項目 施設管理費 ページ 25 所　　属　　名

健康こども部 
中央保健センター年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 265 諸収入 0 

計 265 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 265 0 

児童福祉費

目 母子生活支援施設費

補正前額 99,213 

要求額 265 

総務部長段階査定額 265 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122 

【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】
　建築基準法第１２条に基づく市有施設の定期点検で、非常用照明に不具合があることが
判明した。

【事業の目的及び効果】
　非常用照明の交換を行い、市民の安全を確保する。

【事業の内容】 
　母子生活支援施設つくしの非常用照明の交換　５か所　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

健００８ 項　　目　　名 母子生活支援施設運営費

予算書項目 母子生活支援施設運営費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 734 諸収入 0 

計 1,467 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,467 0 

児童福祉費

目 助産施設費

補正前額 1,750 

要求額 1,877 

総務部長段階査定額 1,467 

一般会計 【問合せ先】こども家庭相談センター 0857-20-0122
 
【１０次総の施策体系】1201 

【事業の経過及び背景】
　入院の必要があるにもかかわらず経済的問題から、入院出産をす ることができない妊婦
を支援する施策が必要である。
 
【事業の目的及び効果】
　入院費用を措置することにより、胎児・母体の安全を確保し、安心して出産できるよう
支援を行う。

【事業の内容】
　助産施設（鳥取市立病院、鳥取赤十字病院）における出産予定者数の増加に伴う委託料
の増額。　（財源：国１/２、市１/２）
　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 733 0 

健００９ 項　　目　　名 助産施設措置費

予算書項目 助産施設措置費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部 
こども家庭相談センター年度 H30

- 12 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００１ 項　　目　　名 保健所運営費

予算書項目 保健所運営費 ページ 25 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
総務企画課年度 H30

一般会計 【問合せ先】総務企画課 0857-22-5163　 
 
【１０次総の施策体系】1301 
　 
【事業の経過及び背景】 
　平成30年4月鳥取市保健所設置に伴い、保健所業務に係る申請等に関するシステム「衛 
生総合情報システム」の運用を開始した。薬事関連のシステムにおいて、改修（管理医療 
機器業務データの移行、移行データの許可番号修正及び採番ルール変更等）を行わなけれ 
ば業務に支障が生じることが判明した。 
　また、県外開催の会議・研修について、新年度になり国からの通知等によって、新たに 
本市が参加することとなるものが判明した。 
 
【事業の目的及び効果】 
　「衛生総合情報システム」の改修及び保健所設置市として必要な会議・研修等へ参加に
より、保健 所業務を円滑に遂行する。
 

【事業の内容】
　○衛生総合情報システム（薬事関連業務）の改修　 　432千円
 　○会議・研修等参加旅費及び負担金 　　　　　　　　615千円
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 衛生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,047 0 

保健衛生費

目 保健所費

補正前額 20,033 

要求額 1,793 

総務部長段階査定額 1,047 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,047 諸収入 0 

計 1,047 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

健保００２ 項　　目　　名 障がい者福祉事務費

予算書項目 障がい者福祉事務費 ページ 23 所　　属　　名

健康こども部鳥取市保健所 
障がい者支援課年度 H30

一般会計 【問合せ先】障がい者福祉係 0857-20-3474 
 
【１０次総の施策体系】1303 
 
【事業の経過及び背景】 
　障害者障害程度認定基準等の改正（平成３０年７月１日施行）に伴い、身体障害者手帳
発行事務システムの改修を行うとともに、身体障害者手帳カバー(３手帳共通：身体・療
育・精神障害者福祉)の不足が見込まれることから追加作成するもの。 
 
【事業の目的及び効果】 
　身体障害者手帳発行事務システムの一部改修により国の基準改正に対応するとともに、
手帳カバーの増刷を行い身体障害者手帳の更新等に合わせて配布を行う。

【事業の内容】 
　○障害者手帳発行事務システムの改修　 473千円
　○障害者手帳カバーの作成（1,100部）  172千円
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 645 0 

社会福祉費

目 障害者自立支援事業費

補正前額 3,067 

要求額 645 

総務部長段階査定額 645 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 645 諸収入 0 

計 645 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００１ 項　　目　　名 スマート・エネルギー・タウン構想推進事業費

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H30

一般会計 【問合せ先】地域経済係 0857-20-3249

【１０次総の施策体系】2102

【事業の経過及び背景】
　現在整備中の気高道の駅の熱需要（足湯、厨房給湯）をまかなうため薪ボイラーを導入
することとしているが、これに合わせて地域に豊富に存在する薪を地域内で安定的に生
産・消費する地産地消システムを確立し、地域の低炭素化、地域内資金循環の拡大、林業
振興などが図られれば、新たなビジネスチャンスが生まれる。

【事業の目的及び効果】
　地域住民から森林関係者まで地域内の多様な主体に利益が還元されることを目指して、
林野庁等所管の「平成３０年度『地域内エコシステム』構築事業」を活用して地域協議会
を設立し、研究を重ねながら森林資源を地域内で持続的に活用する仕組みを構築する。

【事業の内容】
　林業振興や木質バイオマスに関する専門家の派遣を受けながらの地域協議会開催（年３
回予定）及び先進地視察

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 227 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 6,455 

要求額 227 

総務部長段階査定額 227 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 227 諸収入 0 

計 227 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００２ 項　　目　　名 ミニボートピア環境整備対策費

予算書項目 地域経済活性化促進事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H30

一般会計 【問合せ先】商業振興係 0857-20-3222 
 
【１０次総の施策体系】2103 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２３年４月にミニボートピア鳥取が、鳥取市南隈にオープン。 
　それに伴い、地元自治会・ボートピア鳥取の設置者の兵庫県尼崎市・事業者・鳥取市の 
間で、「鳥取場外発売場周辺対策協議会」を設置し、場外発売場の運営に伴い発生する諸 
問題について、協議・調整を行い、対策を実施している。 
 
【事業の目的及び効果】 
　「鳥取場外発売場周辺協議会」において、ミニボートピア周辺の除草・剪定等が提案さ
れた。 
　当該業務を実施することで、周辺環境の整備を行う。 
 
【事業の内容】 
　除草・剪定等業務をシルバー人材センターに委託。 
　周辺環境の整備に合わせ、高齢者の雇用の拡大を図る。 
　　○ 通年：年２回（６月・１０月頃）の除草作業 
　　　　※平成３０年度は１回実施予定　 

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 246 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 0 

要求額 246 

総務部長段階査定額 246 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 246 諸収入 0 

計 246 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００３ 項　　目　　名 かみんぐさじ管理事業費

予算書項目 伝統産業等支援事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
経済・雇用戦略課年度 H30

一般会計 【問合せ先】地域経済係 0857-20-3249 
 
【１０次総の施策体系】2103 
 
【事業の経過及び背景】 
　和紙生産伝習施設「かみんぐさじ」は、佐治地域の和紙産業の振興、地域住民の就業拡 
大及び伝統産業の普及啓発を目的に平成７年度に設立。平成１８年度から指定管理者制度 
へ移行。

【事業の目的及び効果】
　指定管理者制度導入で、管理経費の縮減と民間知識活用によるサービス向上を図るとと
もに、地域の特産民芸品の発展を目指す。 

【事業の内容】 
　和紙業界全体で後継者確保が喫緊の課題である中で、後継者確保に向けた取組を行うた
めの指定管理料の増額を行う。
　（１）指定管理者に対する委託料（指定管理料）の支出 　２，０８９千円
　（２）経年劣化に伴う和紙生産器具の購入　２１６千円
 
　＜実　績＞
　　　　　　　　　指定管理料等　　　　施設利用者 
　　平成２７年度　　1,445千円　　　　　10,073人 
　　平成２８年度　　1,925千円　　　　　10,364人 
　　平成２９年度　　1,925千円　　　　　 9,161人

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,305 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 2,392 

要求額 2,305 

総務部長段階査定額 2,305 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,305 諸収入 0 

計 2,305 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００４ 項　　目　　名 ビジネスマッチング支援事業費

予算書項目 中小企業新規開発奨励事業費 ページ 27 所　　属　　名

経済観光部 
企業立地・支援課年度 H30

一般会計 【問合せ先】誘致・支援係 0857-20-3223 

【１０次総の施策体系】2102 

【事業の経過及び背景】 
　有効求人倍率が１倍を超え、雇用情勢が改善傾向で推移しているが、市内製造業の１ 人
当たりの付加価値額が山陰他都市に比べ低い状況にある。 

【事業の目的及び効果】 
　中小企業等が商品、製品等の販路開拓を行うことにより、新たな販売ルートを開設し、
中小企業等の販売力及び競争力を向上させ、もって本市の産業振興を図る。 

【事業の内容】 
　展示会出展事業 
　　対象者　：市内に事業所を有する中小企業者で、製造業、道路貨物運送業、倉庫業、 
　　　　　　　梱包業、ソフトウエア業、デザイン業、機械設計業、情報処理・提供サー 
　　　　　　　ビス業、インターネット附随サービス業などの事業を営むもの 
　　対象経費：出展料、会場備品等リース料、印刷製本費、旅費、通訳費、展示品搬送料 
　　補助金額：対象経費の2／3 
　　限度額　：1回目 30万円、2回目 25万円、3回目 20万円 
　　　　　　（海外の場合はいずれの回数の時点でも50万円） 
　　※一企業につき、通算して国内・国外合わせて3回を限度とする。　　　　 
　　※国、県などから同様の補助等を受けていない事業とする。 
　
　上記補助事業に係る活用希望企業の見込みが増加したことにより増額補正を行うもの。

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,650 0 

商工費

目 商工業振興費

補正前額 3,000 

要求額 1,650 

総務部長段階査定額 1,650 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,650 諸収入 0 

計 1,650 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

経００５ 項　　目　　名 観光地施設整備事業費

予算書項目 観光施設整備事業費 ページ 29 所　　属　　名

経済観光部 
観光戦略課年度 H30

一般会計 【問合せ先】観光政策係 0857-20-3227 
 
【１０次総の施策体系】2201 
 
【事業の目的及び効果】 
　観光資源の景観等保持、観光地施設の整備および維持管理等により、観光地のイメージ 
アップ、観光入込客数拡大などの観光振興を図る。 
 
【事業の内容】 
　気高町観光センターのエアコンが経年劣化による故障で稼働しなくなったため、新たな
エアコンを設置し、利用者の安全・快適な環境を提供する。

款 商工費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 420 0 

商工費

目 観光費

補正前額 17,444 

要求額 420 

総務部長段階査定額 420 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 420 諸収入 0 

計 420 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 4,133 0 

一般財源 0 諸収入 4,133 

計 4,133 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 4,133 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 0 

要求額 4,133 

総務部長段階査定額 4,133 

一般会計 【問合せ先】生産流通振興室 生産振興係 0857-20-3234 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　平成28年度鳥取市企業等農業参入促進支援事業を活用して、農業用機械を導入し た企業
が、社内の事情により農業生産が困難になった。 

【事業の目的及び効果】 
　補助事業を使って購入した農業用機械の導入目的を継承し、事業継続を行う他者を見つ 
けることができなかったたため、農業用機械を売却し、その残存価格の補助金相当額を県 
に返還する。 

【事業の内容】 
　○鳥取市企業等農業参入促進支援事業の概要 
　　補助対象事業者：農業参入を検討している企業、参入後3年以内の企業 
　　支援内容：農業経営の開始又は推進のための機械・施設の整備に対する支援 
　　補助率：県1/3 
　○補助金返還額 
　　コンバイン：1,621,397円 
　　トラクター：1,971,080円 
　　田　植　機：539,904円 
　　　合　計　：4,132,381円
　
　※その他財源の諸収入は、当該企業からの返還金
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農００１ 項　　目　　名 過年度分国県支出金返還金

予算書項目 過年度分国県支出金返還金 ページ 25 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 300 諸収入 0 

計 300 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 300 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 751 

要求額 300 

総務部長段階査定額 300 

一般会計 【問合せ先】鳥獣対策係 0857-20-3233 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
 今年度は人里へのツキノワグマの出没や果樹園の被害が増加している。

【事業の目的及び効果】 
　人身被害の防止と、農作物被害を軽減するため、捕獲器具を導入し、捕獲による被害対
策を実施する。
 
【事業の内容】 
　クマ用捕獲檻導入 　３基
　 
【今後の取り組み】 
　注意喚起、被害防止対策（電気柵等）の周知徹底と併せ、鳥獣被害対策実施隊による、
捕獲体制の充実を図る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農００２ 項　　目　　名 クマ対策事業費

予算書項目 野生鳥獣被害防止事業費 ページ 27 所　　属　　名

農林水産部 
農業振興課年度 H30

- 17 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 410 諸収入 0 

計 820 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 820 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 6,594 

要求額 820 

総務部長段階査定額 820 

一般会計 【問合せ先】林務係 0857-20-3235 
【１０次総の施策体系】2104 
【事業の経過及び背景】 
　林業労働者の高齢化により、担い手不足が進んでいる。 
【事業の目的及び効】　　　 
　林業事業体が雇用する林業労働者の雇用条件の改善に努め、担い手育成を促進するため 
、雇用開始から５年目までの市内在住の林業労働者に係る健康保険、厚生年金（農林年金 
）の事業主負担に対し経費の一部を助成する。 
【事業の内容・実績】 
　（事業の内容） 
　　健康保険・農林年金に係る負担補助 
　（事業主体）　鳥取県東部森林組合、八頭中央森林組合、 
　　　　　　　　智頭町森林組合、ウッズマン株式会社ほか 
　　補助対象者　　　　３２人 
　　補助対象事業費　　１４，８２８千円 
　　補助率　　県　　　　　１／４　（３，７０６千円） 
　　　　　　　市　　　　　１／４　（３，７０８千円） 
　　　　　　（事業主体　　１／２） 
　　（事業の実績　市負担分） 
　　　平成27年度　　2,752千円　 29人 
　　　平成28年度　　2,667千円　 29人 
　　　平成29年度　　2,872千円 　29人 
　　　鳥取県森林整備担い手育成対策事業費補助金交付要綱に基づき実施 
【今後の取り組み】継続して実施 
【補正の内容】 
　　補助事業対象者の増による。（２名増）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 410 0 

農００３ 項　　目　　名 林業労働者雇用条件改善事業費

予算書項目 林業労働者雇用条件改善事業費 ページ 27 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,078 諸収入 0 

計 1,078 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,078 0 

林産業費

目 林業総務費

補正前額 1,050 

要求額 1,078 

総務部長段階査定額 1,078 

一般会計 【問合せ先】林務係 0857-20-3235 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　指定管理者制度の導入により三滝林間施設の管理業務を行っていたが、平成28年10月の 
地震により遊歩道が被災したため、今後の運営方法について検討する必要が生じた。管理 
運営方法に関し、地元と協議を行い、方針を策定する間、最低限度の維持管理と周辺利用 
者に対する公衆用便所等のサービス提供を図る予定であったが、水道管の破損による漏水 
や揚水ポンプ及び流量計の故障のため受水槽への貯水が困難となり公衆用便所の利用を中 
止している。　　 

【事業の目的及び効果】 
　水道管の修繕、給水施設の揚水ポンプ及び流量計の修繕を行い、施設周辺利用者に対す 
る公衆用便所を再開しサービスの提供を図る。 

【事業の内容・実績】 
　（補正の内容） 
　　水道修繕　　　　　　　　　　　３５千円 
　　給水施設揚水ポンプ修繕　　　８６４千円 
　　給水施設滅菌装置流量計修繕　１７９千円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農００４ 項　　目　　名 三滝管理棟維持管理費

予算書項目 三滝管理棟維持管理費 ページ 27 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 H30

- 18 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 34 0 

一般財源 0 諸収入 34 

計 34 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 34 0 

林産業費

目 林業振興費

補正前額 8,451 

要求額 34 

総務部長段階査定額 34 

一般会計 【問合せ先】林務係 0857-20-3235 
【１０次総の施策体系】2104 
【事業の経過及び背景】 
　森林の有する多面的機能が十分に発揮されるよう、森林経営計画の作成を通じた計画的 
かつ適切な森林整備の推進を図るため、森林整備地域活動支援交付金を交付し、「森林経 
営計画作成促進」、「森林境界の明確化」「森林経営計画作成・森林境界の明確化に向け
た条件整備」などの地域における活動の確保を図るもの。 
【事業の目的及び効果】 
　適切な森林整備の推進を通じて森林の有する多面的機能の発揮を図る観点から森林所有 
者等による施業の実施に不可欠な地域活動を支援する。 
【事業内容・実績】 
　　　・森林経営計画作成促進 
　　　　事業費　　５０ｈａ×３８千円＝１，９００千円（国・県負担　３／４） 
　　　　　　　　　７５０ｈａ×８千円＝６，０００千円（国・県負担　３／４） 
　　　　県支出金　７，９００千円×３／４＝５，９２５千円　　 
　　　・施業集約化の促進 
　　　　事業費　　３６．７ｈａ×１５千円＝５５１千円（国・県全額負担） 
　　　　県支出金　５５１千円 
　　　　事業費合計　８，４５１千円　　県支出金合計　６，４７６千円 
　　　（事業実績）　　　　 
　　　　　平成２７年度　１６，１２０千円 
　　　　　平成２８年度　　７，４３４千円 
　　　　　平成２９年度　　６，８４２千円
【今後の取り組み】継続して実施 
【補正の内容】 
　当該交付金は、期日までに間伐を実施することが交付の要件となっているが、一部未実 
施であったことから、交付対象者から交付金の一部の自主返還を受けるとともに、国県に 
対し、該当する交付金を返還するもの。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農００５ 項　　目　　名 森林整備地域活動支援交付金交付事業費

予算書項目 森林整備地域活動支援推進事業費 ページ 27 所　　属　　名

農林水産部 
林務水産課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 277 諸収入 0 

計 1,103 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,103 0 

農業費

目 農業振興費

補正前額 7,720 

要求額 1,103 

総務部長段階査定額 1,103 

一般会計 【問合せ先】総務係　0857-20-3241 

【１０次総の施策体系】2104
 
【事業の経過及び背景】 
　農業の持続的発展と多面的機能の健全な発揮を図るためには、意欲ある農業者が農業を 
継続できる環境を整え、国内農業の再生を図るとともに、農業が本来有する自然循環機能 
を維持・増進することが必要である。 
　平成２７年度から法制化がなされ、「環境保全型農業直接支払交付金」事業が実施。 

【事業の目的及び効果】 
　環境保全に効果の高い営農活動の普及推進を通じて、農業生産全体のあり方を環境保全 
を重視したものに転換していくことにより、地球温暖化防止及び生物多様性保全を図る。 

【事業の内容】 
　本体事業費　８，７９３千円（国５０％　県２５％　市２５％） 
　・事業内容　地球温暖化防止、生物多様性保全等に効果の高い営農活動に対する支援。 
　・対象取組　○有機農業 
　　　　　　　○化学肥料・化学合成農薬５割以上低減及び以下の取組の組み合わせ 
　　　　　　　　１　カバークロップ 
　　　　　　　　２　堆肥の施用 
　　　　　　　　３　冬期湛水管理　(特認取組) 
　・交付単価　２の取組　　４，４００円／１０ａ 
　　　　　　　３の取組　　４，０００円／１０ａ 
　　　　　　　その他の取組　８，０００円／１０ａ 
　推進事業費　３０千円（国１００％）
 
　＜９月補正＞
　・補正額　１，１０３千円（新規２組織、変更１２組織）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 826 0 

農００６ 項　　目　　名 環境保全型農業直接支払交付金

予算書項目 環境保全型農業直接支払交付金 ページ 25 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H30

- 19 -



（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 1,474 0 

一般財源 2,951 諸収入 0 

計 7,374 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 7,374 1,474 

農業費

目 農地費

補正前額 47,635 

要求額 9,224 

総務部長段階査定額 7,374 

一般会計 【問合せ先】基盤整備係 0857-20-3244 

【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　国内において食料を安定的に供給することが重要さを増すなか、農業の基礎的な生産基 
盤である農地の適切な保全管理や、老朽化した農道、用排水路等の農業用施設全般の整備 
・補修が求められている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　農道を整備することにより、農産物や農業用資材等の運搬を効率的に行うことができ、 
また農業用水路等を整備することにより、必要な用水量を確保し、排水の能力を高めるこ 
とで農産物の生産性の向上を図る。農業用施設全般の適正な補修・修繕等をもって、農業 
環境の整備を行う。 
 
【事業の内容】 
　単市事業（鳥取県しっかり守る農林基盤交付金事業） 
　・事 業 費　　５５，００９千円 
　・負担区分　　市８０％　地元２０％ 
　・事業内容　　農道舗装、用排水路の補修・改良等　　　　　　　　　　　　　　　　 
　＜９月補正＞
　・補正額　７，３７４千円
　・大井手用水樋門修繕ほか

【その他】
　※その他財源の負担金は地元負担金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 2,949 0 

農００７ 項　　目　　名 農道舗装補修等事業費

予算書項目 農道舗装補修等事業費 ページ 25 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 50 諸収入 0 

計 50 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 50 0 

農業費

目 農地費

補正前額 0 

要求額 50 

総務部長段階査定額 50 

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-20-3241
【１０次総の施策体系】2104 
【事業の経過及び背景】 
　農業者の高齢化が進行する中、特に中山間地域の農地法面は平地に比べて面積が広大で 
草刈りの負担が大きいため、中山間地域の農地の維持や、担い手農家等への農地集積に取 
り組む場合の大きな障害となっており、農地法面の管理省力化を図ることが喫緊の課題と 
なっている 。

【事業の目的及び効果】 
　中山間地域内にモデル展示としてＰＲ圃場を設置し、農業者等にセンチピードグラス
（ムカデ芝）によ る法面管理省力化の効果を実感してもらう。さらに周辺地域を巻き込ん
で導入への機運を高めていくことで、農地の維持、営農意欲 の向上、担い手農家への農地
集積に寄与することが期待される。 

【事業の内容】 
農地法面管理省力化支援事業（第１期） 
・実施主体　鳥取県 
・事業年度　平成３０年度～平成３２年度 
・事業箇所　松上ほか９地区 
・事業費　　４,２００千円 
・負担区分　県５０％、市５０％ 
・事業内容　雑草処理、種子吹付、法面管理 
　※今後、第２期（平成３１年度～平成３３年度）、第３期（平成３２年度～平成３４年 
　度）の事業実施予定 
〈平成３０年度〉 
・事業費　　５０千円 
・事業内容　雑草処理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

農００８ 項　　目　　名 農地法面管理省力化支援事業費

予算書項目 農地法面管理省力化支援事業費 ページ 25 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 569 諸収入 0 

計 2,248 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,248 0 

農業費

目 農業構造改善事業費

補正前額 109,058 

要求額 2,248 

総務部長段階査定額 2,248 

一般会計 【問合せ先】総務係 0857-20-3241
 
【１０次総の施策体系】2104 

【事業の経過及び背景】 
　中山間地域等直接支払事業法制化に伴う新規事業開始（通算１８年目） 

【事業の目的及び効果】 
　条件不利地の中山間地域で農業生産活動を行う農業者等に対し直接支払を実施すること 
で、農業生産活動を継続して耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能を確保する。 

【事業の内容】 
　＜対象地域＞ 
　　特定農山村法、山村振興法、過疎法に指定された地域及び県知事が特に必要と認める 
　　地域のうち、急傾斜地（田１／２０以上、畑１５度以上）及び、緩傾斜（田１／２０ 
　　未満１／１００以上、畑１５度未満８度以上）で面的まとまりのある農用地等。 
　＜対象者＞ 
　　集落協定に基づき５年以上継続して農業生産活動を行う農業者。 
　＜事業実施期間＞ 
　　平成２７年度より５年間(第４期対策) 
　＜平成３０年度＞ 
　　（三法地域：国５０％、県２５％、市２５％） 
　　（知事特認地域：国３３％、県３３％、市３４％)

　＜９月補正＞
・補正額　２，２４８千円（新規４協定、変更１７協定）
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 農林水産業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 1,679 0 

農００９ 項　　目　　名 中山間地域等直接支払交付金

予算書項目 中山間地域等直接支払事業費 ページ 27 所　　属　　名

農林水産部 
農村整備課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００１ 項　　目　　名 治水対策事業費

予算書項目 治水対策事業費 ページ 29 所　　属　　名

都市整備部 
都市環境課年度 H30

一般会計 【問合せ先】河川係 0857-20-3256 

【１０次総の施策体系】4101

【事業の経過及び背景】
　豪雨時に宅地等への浸水被害が発生することから、河川はん濫を未然に防ぐ浸水対策事
業の実施、また、既設ポンプ場の点検・修繕並びに緊急排水ポンプの設置を行い、市民へ
の安全・安心を確保する。

【事業の目的及び効果】 
　豪雨時等に、鳥取・河原・青谷地区の浸水想定区域に緊急排水ポンプを設置し浸水被害
を防ぐ。また、浸水被害を受けている地区において、今後発生する豪雨等の際、適切な対
応を行うため、浸水区域の調査、内水対策の方向性を検討するための業務を実施し、市民
への安全・安心を確保する。

【事業の内容】 
  　福部町排水ポンプ車燃料費　　　　　　　１６５千円
　福部町排水ポンプ車運転業務　　　　　　５８７千円
　散岐地区内水対策実施設計業務　　１５，６７５千円

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 752 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 16,427 0 

河川費

目 河川総務費

補正前額 33,936 

要求額 16,427 

総務部長段階査定額 16,427 

地方債 10,200 0 

その他 0 0 

一般財源 5,475 諸収入 0 

計 16,427 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００２ 項　　目　　名 ディスカバー湖山池推進事業費

予算書項目 ディスカバー湖山池推進事業費 ページ 31 所　　属　　名

都市整備部 
都市環境課年度 H30

一般会計 【問合せ先】公園係 0857-20-3273 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】 
　平成25年に湖山池公園を主会場に全国都市緑化とっとりフェアが開催され、湖山池のマ 
スコットキャラクターとして「こいけちゃん」が誕生し、着ぐるみを作成した。 
　着ぐるみの作成から5年が経過し、経年劣化による痛みが目立ち、足パーツの破損、胴
体パーツの色褪せなどで、見栄えが大きく損なわれている。

【事業の目的及び効果】 
　平成31年度には全国「みどりの愛護」のつどいが本市で開催されることもあり、「こい
けちゃん」の着ぐるみを更新し、鳥 取市、湖山池のイメージアップのために有効活用す
る。 

【事業の内容】 
　湖山池マスコットキャラクター着ぐるみ作成業務　８３２千円

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 832 0 

都市計画費

目 公園管理費

補正前額 1,645 

要求額 832 

総務部長段階査定額 832 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 832 諸収入 0 

計 832 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００３ 項　　目　　名 道路管理費

予算書項目 道路管理費 ページ 29 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 H30

一般会計 【問合せ先】管理係、維持第一係、維持第二係 0857-20-3261、3262、3263 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】 
　管理すべき市道延長の増加、道路施設の増加、老朽化により一定規模の管理費・維持補
修費が必要である。

【事業の目的及び効果】 
　道路及び道路施設等の維持作業、損傷箇所の修繕を行い、市道を適切に管理する。
 
【事業の内容・実績】 
　①市道宮長叶2号線における車両事故の賠償金
　②市道湖山南27号線における車両事故の賠償金

　※その他財源の諸収入は、自動車損害賠償保険金

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 180 0 

道路橋梁費

目 道路維持費

補正前額 267,762 

要求額 2,494 

総務部長段階査定額 180 

地方債 0 0 

その他 180 0 

一般財源 0 諸収入 180 

計 180 その他 0 

行財政改革課処理欄

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

都００４ 項　　目　　名 除雪費

予算書項目 除雪関係費 ページ 29 所　　属　　名

都市整備部 
道路課年度 H30

一般会計 【問合せ先】管理係 0857-20-3261 

【１０次総の施策体系】4201 

【事業の経過及び背景】 
　冬季の生活路線の円滑な交通を確保する。
　　 
【事業の目的及び効果】 
　幹線、バス路線を主とした市道の除雪を行い円滑な交通を確保する。 

【事業の内容】 
　車道・歩道除雪作業（直営及び委託）、消雪パイプの保守点検・巡回業務、積雪観測業 
務、凍結防止剤散布業務（委託）、除雪車両（市所有分）の点検整備、その他除雪に必要
な資材の購入等。 また、現在ある消雪装置が老朽化しているため、佐治の消雪装置の修繕
を行う。

【事業の実績】 
　事業費　平成２４年度　１２４，８７０千円（工事関連外実績）
　　　　　平成２５年度　１３１，３２８千円（　　　〃　　　）
　　　　　平成２６年度　１８４，５４３千円（　　　〃　　　）
　　　　　平成２７年度　　９２，３５９千円（　　　〃　　　）
　　　　　平成２８年度　４２０，２２９千円（　　　〃　　　）
　　　　　平成２９年度　２８１，６５５千円（　　　〃　　　）
　　　　　平成３０年度　　１３，４２８千円（６月補正後）
　　  　　９月補正要求額２０４，５０５千円

款 土木費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 9,518 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 204,505 0 

道路橋梁費

目 道路維持費

補正前額 13,428 

要求額 204,505 

総務部長段階査定額 204,505 

地方債 4,400 0 

その他 0 0 

一般財源 190,587 諸収入 0 

計 204,505 その他 0 

行財政改革課処理欄
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 535 諸収入 0 

計 535 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 535 0 

教育総務費

目 教育振興費

補正前額 0 

要求額 917 

総務部長段階査定額 535 

一般会計 【問合せ先】校区審議室 0857-20-3089 

【１０次総の施策体系】1102 

【事業の経過及び背景】 
　「江山校区の学校のあり方を考える会」より、今後の江山中校区の小中学校のあり方に 
ついて示された要望書が、平成２９年９月１９日に提出された。これを受けて、校区審議 
会において審議され、平成３０年５月３１日に、神戸小・美和小・江山中の３校による小 
中一貫教育校を設置する旨の答申がなされたところである。本市は地域の意見を最大限尊 
重し、地域と協働しながら学校づくりに取り組む意向としており、要望書の実現に向けて 
調整を要する。また、小中一貫教育校の開校をめざして諸準備を進めるが、学力の向上、
学校不適応の解消といった取組はもとより、江山中校区ならではの特色ある要素を取り 入
れた教育課程の編成が重要となる。 

【事業の目的】 
　江山地区義務教育学校設立準備委員会の設置、小中教職員合同研修会の実施、先進地視 
察などの地域の自発的で適切な取組を支援することで、学校教育の充実をはじめ、地域の 
教育力の向上及び児童生徒の健全育成を図る。また、学校統合に伴い、閉校となる学校の 
記念事業の実施を支援することで、在籍している子どもたちはもとより、地域や多くの卒 
業生が長年の学校への思いを刻み、これまでの学校文化を継承した新たな学校づくりへの 
礎を築く。さらに、開校までの間にも３校による交流学習・行事の充実を図ることで、ス
ムーズな義務教育学校への移行を実現し、教育効果をより一層高めてい く。 

【事業の内容】 
○小中合同研修会の実施（講師旅費及び報償費） 
○複数小学校を統合した施設一体型小中一貫教育校について検討を行うための、地域・学
校関係者・ＰＴＡによる先進地視察（旅費） 
○小中一貫教育ビジョンに基づくカリキュラム策定及び刊行物発行（印刷製本費） 
○小中一貫校推進委員会開催費及び啓発チラシ印刷代（消耗品費及び通信運搬費）　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００１ 項　　目　　名 特色ある小中９年教育支援事業費

予算書項目 教育改革推進事業費 ページ 31 所　　属　　名

教育委員会事務局 
教育総務課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 675 諸収入 0 

計 675 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 675 0 

児童福祉費

目 児童福祉総務費

補正前額 434,880 

要求額 675 

総務部長段階査定額 675 

一般会計 【問合せ先】学務係 0857-20-3356 
 
【１０次総の施策体系】1201 
 
【事業の経過及び背景】 
　合併前の鳥取地域の児童クラブは保護者会への委託方式、合併地域の児童クラブは直営 
方式でそれぞれ運営していたが、平成１８年度から全てのクラブを委託方式に移行し現在 
に至る。近年、児童クラブのニーズが高まり入級児童数が増加している。 
 
【事業の目的及び効果】 
　放課後児童クラブ支援員が効率的かつ効果的に業務を遂行できる環境を整備することで 
事業の円滑な実施を図る。 
 
【事業の内容】 
・非常用照明修繕　４施設（遷喬小学校、世紀小学校、湖山西小学校、若葉台小学校） 
・パソコン、プリンターの導入　３クラブ（浜坂小学校、稲葉山小学校、美和小学校）

款 民生費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００２ 項　　目　　名 放課後児童対策事業費

予算書項目 放課後児童対策事業費 ページ 23 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 10,000 諸収入 0 

計 10,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 10,000 0 

小学校費

目 教育振興費

補正前額 40,000 

要求額 10,000 

総務部長段階査定額 10,000 

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 
 
【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　小学校１・２年生を対象に、義務教育への導入時における学校生活への適応の円滑化、 
基本的な生活習慣の習得、基礎学力の定着を図るなど様々な教育課題を解決するため、平 
成１４年度から３０人学級を実施している。平成２４年度から新たに小学校３～６年生を 
対象に１/２協力金方式で３５人学級を実施することとなった。 
　本年度は学級数を２０学級と見込んでいたが、学校基本調査（毎年５月１日実施）にお 
いて、１７校２５学級に確定した。 
 
【事業の目的及び効果】 
　児童一人ひとりに応じたきめ細かな指導により、児童の生活指導及び基礎学力の定着が 
図られる。 
 
【事業の内容】 
　本年度は、１７校２５学級で実施となったため、県への協力金を増額補正する。 
　１／２協力金方式（教員１人当たり２００万円を県へ拠出する方式） 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００３ 項　　目　　名 小学校３～６年生における３５人学級実施事業費

予算書項目 小学校３５人学級実施事業費 ページ 31 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 6,000 諸収入 0 

計 6,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 6,000 0 

中学校費

目 教育振興費

補正前額 20,000 

要求額 6,000 

総務部長段階査定額 6,000 

一般会計 【問合せ先】指導係 0857-20-3357 
 
【１０次総の施策体系】1102 
 
【事業の経過及び背景】 
　中学校１年生に対するきめ細かな指導環境を整備する必要から、平成１５年から３３人 
学級を実施している。（平成１５年度は、南中１校のみでモデル実施。） 
　平成２４年度から新たに中学校２、３年生を対象に１/２協力金方式で３５人学級を実 
施することとなった。 
　本年度は学級数を１０学級と見込んでいたが、学校基本調査（毎年５月１日実施）にお 
いて、６校１３学級に確定した。 
 
【事業の目的及び効果】 
　生徒一人ひとりに応じたきめ細かな指導により、中学校生活への円滑な移行、学校不適 
応対策における不登校の未然防止、基礎学力の定着、学力の向上などが図られる。 
 
【事業の内容】 
　本年度は、６校１３学級で実施となったため、県への協力金を増額補正する。 
　１／２協力金方式（教員１人当たり２００万円を県へ拠出する方式） 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００４ 項　　目　　名 中学校２･３年生における３５人学級実施事業費　　　　

予算書項目 中学校３５人学級実施事業費 ページ 31 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校教育課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 2,076 諸収入 0 

計 2,076 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 2,076 0 

保健体育費

目 学校給食費

補正前額 60,833 

要求額 2,076 

総務部長段階査定額 2,076 

一般会計 【問合せ先】学校給食係 0857-20-3372 

【１０次総の施策体系】1102
 
【事業の経過及び背景】
　建築基準法１２条に基づく市有施設の定期点検で、非常用照明に不具合があることが判
明した。

【事業の目的及び効果】 
　非常用照明の交換を行い、適切な施設管理を行う。

【事業の内容・実績】 
　第二学校給食センター　１９箇所
　気高学校給食センター　１６箇所
　鹿野学校給食センター　　５箇所
　青谷学校給食センター　　３箇所

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００５ 項　　目　　名 一般管理費（学校給食センター）

予算書項目 運営管理費等 ページ 33 所　　属　　名

教育委員会事務局 
学校保健給食課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 37,476 諸収入 0 

計 37,476 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 37,476 0 

社会教育費

目 文化財保護費

補正前額 135,788 

要求額 75,991 

総務部長段階査定額 37,476 

一般会計 【問合せ先】保存整備係 0857-20-3367 

【１０次総の施策体系】3302 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成30年７月に鳥取市歴史博物館の２台ある空冷ヒートポンプチラーのうち１台の圧縮
機（コンプレッサー）が故障して使用不能となった。
　２台のチラーにより、設定湿度55％、設定温度22℃（収蔵庫）・23℃（展示室）が保た
れているが、１台のみでは夏場に機能せず、施設利用者の環境の悪化、重要文化財等の展
示や収蔵に支障を来たすため、早急に対応する必要が生じた。

【事業の目的及び効果】
　設置から19年が経過し更新の時期に入っていることから、故障した空冷ヒートポンプチ
ラー１台を緊急に更新し、適正な管理を図り、利用者サービスの保持を図る。

【事業の内容】 
　空冷ヒートポンプチラー緊急修繕業務(１台)　30,996,000円 
　非常用ガス式空調機作動による光熱費負担金　 6,480,000円
 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００６ 項　　目　　名 歴史博物館管理費

予算書項目 歴史博物館管理費 ページ 33 所　　属　　名

教育委員会事務局 
文化財課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 985 諸収入 0 

計 985 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 985 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 48,824 

要求額 1,297 

総務部長段階査定額 985 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362、施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の経過及び背景】 
　公民館以外に生涯学習・スポーツ課所管施設として、地域における生涯学習の推進及び 
地域の活性化を目的として集会所が設置されている。 
 
【事業の目的及び効果】 
　河原町コミュニティセンター大講堂の天井ダウンライトが劣化により交換が必要となっ
たため、修繕を行い、施設の利用環境を良好に保つ。 
 
【事業の内容】 
　河原町コミュニティセンター大講堂天井ダウンライトＬＥＤ交換　２０灯

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００７ 項　　目　　名 集会所管理費

予算書項目 社会教育施設管理費 ページ 33 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 497 諸収入 0 

計 497 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 497 0 

社会教育費

目 社会教育施設管理費

補正前額 13,841 

要求額 558 

総務部長段階査定額 497 

一般会計 【問合せ先】生涯学習係 0857-20-3362、施設係 0857-20-3373 

【１０次総の施策体系】1101 
 
【事業の目的及び効果】
　昭和５３年から青少年の健全育成と福祉の増進に寄与することを目的に利用されている
サイクリングターミナル「砂丘の家」の自転車用倉庫の扉が壊れ、開閉が困難となったた
め、修繕を行い、施設の適正な管理と利用者サービスの保持を図る。

【事業の内容】
　サイクリングターミナル「砂丘の家」自転車用倉庫扉修繕　１箇所

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００８ 項　　目　　名 サイクリングターミナル運営管理費等

予算書項目 サイクリングターミナル運営管理費等 ページ 33 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 3,000 0 

一般財源 0 諸収入 3,000 

計 3,000 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 3,000 0 

保健体育費

目 体育振興費

補正前額 2,000 

要求額 3,500 

総務部長段階査定額 3,000 

一般会計 【問合せ先】スポーツ振興係 0857-20-3371 

【１０次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　日本女子サッカーＡ代表チームの国際試合となる国際Ａマッチが、平成３０年１１月
１１日（日）にとりぎんバードスタジアムで行われることが決定した。 

【事業の目的及び効果】 
　鳥取の子どもたちにレベルの高い競技を観戦する機会を創出することで、スポーツに興 
味を持ちスポーツを始めるきっかけを作るとともに、東京オリンピック・パラリンピック 
のキャンプ地誘致に向けて、運営ノウハウの拡充を図る。 

【事業の内容】 
　とりぎんバードスタジアムで開催される日本女子サッカーＡ代表による国際大会を円滑
に開催するため、開催経費の一部を支援する。
　主催：日本サッカー協会　主管：鳥取県サッカー協会

※その他財源の諸収入は、バードスタジアム国際交流基金助成金

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教００９ 項　　目　　名 各種大会開催補助金

予算書項目 各種大会開催補助金 ページ 33 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 195 諸収入 0 

計 195 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 195 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 251,229 

要求額 195 

総務部長段階査定額 195 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 

【１０次総の施策体系】1103 

【事業の経過及び背景】 
　鹿野町運動広場ほか１２施設ある西部地域体育施設においては、民間の経営感覚、ノウ
ハウ等を取り入れた指定管理業務を、平成３０年４月から行っている。 

【事業の目的及び効果】 
　老朽化して倒壊の恐れがある鹿野町運動広場の倉庫を撤去し、市民サービスの保持を図
る。　 

【事業の内容】 
　鹿野町運動広場倉庫撤去業務　１棟

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教０１０ 項　　目　　名 体育施設管理費

予算書項目 体育施設管理費 ページ 33 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 497 諸収入 0 

計 497 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 497 0 

保健体育費

目 体育施設費

補正前額 9,643 

要求額 497 

総務部長段階査定額 497 

一般会計 【問合せ先】施設係 0857-20-3373 
 
【１０次総の施策体系】1103 
 
【事業の目的及び効果】 
　河原市民プールの濾過ポンプが故障したため、早急な修繕を行い、市民の施設利用環境
を保持する。
 
【事業の内容】
　河原市民プール濾過ポンプ修繕　１台

款 教育費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

教０１１ 項　　目　　名 プール管理費

予算書項目 プール管理費 ページ 33 所　　属　　名

教育委員会事務局 
生涯学習・スポーツ課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

支所００１ 項　　目　　名 福部町総合支所管理費

予算書項目 庁舎管理費 ページ 21 所　　属　　名

福部町総合支所 
地域振興課年度 H30

一般会計 【問合せ先】福部町総合支所 地域振興課 0857-75-2811 
 
【１０次総の施策体系】4201 
 
【事業の経過及び背景】 
　現庁舎は昭和44年に福部村役場庁舎として建設されたが、平成16年11月の市町村合併以 
降は、福部町総合支所庁舎として使用されている。 
　平成30年6月議会で庁舎の耐震化工事が補正予算化（財産経営課）され、9月議会で業者 
承認、10月上旬に契約・着工の見通しとなった。 
　耐震化工事に伴う仮事務所を12月末までに設置し、平成31年1月11日（金）の業務終了 
後から～14日（成人の日）の4日間で引越しを行う。 
 
【事業の目的及び効果】 
　引越しに伴い、不要物品の処分を進める。仮事務所での住民サービスの向上を図る。 
 
【事業の内容】 
　不要物品の運搬処分費にかかる経費　1,173千円 
　情報機器の移設作業にかかる経費　　　209千円 
　庁舎冷暖房切替にかかる経費　      　146千円

款 総務費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

事業の概要　会計名

市長段階査定額 1,528 0 

総務管理費

目 財産管理費

補正前額 6,170 

要求額 1,623 

総務部長段階査定額 1,528 

地方債 0 0 

その他 0 0 

一般財源 1,528 諸収入 0 

計 1,528 その他 0 

行財政改革課処理欄
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

24,457 平成 30 年 ～ 36 年度 24,457

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

鳥取市公式ウェブサイト再構築業務委託事業
○再構築期間：平成31年1月～平成31年10月（10ヶ月）
○運用、保守期間：平成31年11月～平成36年10月
○委託内容：サイト設計、リニューアルデザイン、既存サイトのデータ移行作業、職員研修、運用・保守業務
等

H14年度　統一的なウェブサイト作成のため、コンテンツ・マネジメント・システム（i-City Portal）を導入
H19年度　リース期間満了に伴いi-City Portalを新バージョンへ更新
H24年度　リース期間満了に伴いi-City Portalを新バージョンへ更新

平成30年10月　　委託業者　選定
平成31年1月 　　委託契約　締結
平成31年10月　　データ移行作業完了、職員研修
平成31年11月 　　リニューアルウェブサイトの公開、運用・保守業務開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

「いつまでも暮らしたい、誰もが暮らしたくなる、自信と誇り・夢と希望に満ちた鳥取市」を実現させるため、暮ら
しに必要な情報が容易に取得できるよう、公式ウェブサイトを再構築し、住民への情報提供のみならず、行政
サービスの窓口となることを目指す。
○デザインは本市の特徴が感じられるものとし、市の魅力や施策を効果的に伝えるコンテンツへのリニューア
ル。
○災害発生の緊急時でも安定した情報提供を可能にする災害モードを整備。
○クラウド型ASPサービスの利用によるセキュリティの確保と機器保守業務の負担軽減。
○全ての職員が簡単に操作できるウェブサイト管理システムの導入。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

　鳥取市公式ウェブサイト再構築業務委託事業費 秘書課広報室
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

6,300 平成 30 年 ～ 34 年度 6,300

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　農業者や集落組織にセンチピードグラスによる法面管理省力化の効果を実感してもらい、さらに周辺地域を
巻き込んで導入への機運を高めていただくため、平成３０年度から３４年度（第１期～第３期）にかけて中山間
地域の地区公民館単位に１地区（鳥取市では合計３０地区）を目安にモデル展示としてＰＲ圃場（概ね１，０００
㎡程度）を設置する。

【事業制度】
１）事業主体　　鳥取県
２）実施要件　　①中山間地域において、中山間地域等直接支払又は多面的機能支払に取り組んでいる組織
　　　　　　　　　 ②種子吹付前後の雑草対策、生育調査やＰＲ活動等に地元組織の協力が得られること
３）実施方法　　法面管理は県が地元に作業を委託（３年契約）、種子吹付は、県が法面業者に作業を委託
４）費用負担　　鳥取県　１／２、鳥取市１／２

【事業工程】
　１年目　雑草対策（除草剤散布・焼却）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業費　１万円／地区
　２年目　雑草対策（除草剤散布・焼却）・種子吹付・法面管理（高刈等）　　　　事業費４０万円／地区
　３年目　法面管理（高刈、捕植）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業費　１万円／地区
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業費合計　４２万円／地区
【債務負担限度額】
　３０地区×４２万円／地区×１／２＝６３０万円

　事業化に先駆けて、鳥取県では平成２８年度から２９年度にかけて、センチピードグラスを用いた法面管理省
力化の実証試験を県内東・中・西部の３地区で実施した。（東部の実施地区は、鳥取市口細見）
　口細見地区の試験結果では、通常年４～６回程度行っていた法面の草刈りが、センチピードグラスによる法
面被覆後は、年１～２回まで低減された。

○第１期　平成３０年～３２年度　１０地区
○第２期　平成３１年～３３年度　１０地区
○第３期　平成３２年～３４年度　１０地区

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　農業における農地法面の維持管理作業は、機械化や省力化が難しい重労働となっている。特に中山間地
域では、法面が大きく、草刈の負担が多大となっている。そこで、実証試験で効果の高かった、センチピードグ
ラス（ムカデ芝）を法面に被覆することで草刈回数を低減させ、農地法面の管理省力化を促進する。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

農地法面管理省力化支援事業費 農村整備課

- 32 -



国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

950 950

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　①チャーター船による三角コース（Ａ区間：七類港～鳥取港、Ｂ区間：鳥取港～西郷港[隠岐]、Ｃ区間：西郷
　　港～七類港）運行
　②ジオパークツアー等の造成による関西等からの誘客促進
　③両ジオパークの教育活動等、交流事業の推進

　平成27年度及び平成28年度は鳥取県事業として、平成29年度からは鳥取港振興会事業として試験運航を
実施し、航路開拓、航路の認知度向上と需要喚起、乗船率の向上を目指した取組を行ってきた。

（１）１回目：平成27年4月4日（土）
　・三角コースでチャーター船を運航。Ｂ区間（鳥取港～西郷港[隠岐]）については、一般客及び旅行会社
　　担当者を対象としたモニターツアーを実施し、航路へ高い期待があることを確認。

（２）２回目：平成28年4月8日（金）
　・旅行会社等を通じてＡ区間（七類港～鳥取港）及びＢ区間（鳥取港～西郷港[隠岐]）の乗船モニターを
　　募集し、Ｃ区間（西郷港～七類港）については一般客を募集。
　・Ａ区間はＤＢＳクルーズフェリーの利用者が乗船、Ｂ区間は関西からの乗船客が増加したが、Ｃ区間は
　　乗船客は減少。

（３）３回目：平成29年4月7日（金）
　・商業ベースでの運行の可能性について検討するため、全区間でツアー造成。
　・乗船料の有料化によるツアー代金の上昇等が影響し、乗船客が減少。

（４）４回目：平成30年4月13日（金）
　・「隠岐ジオパーク」の再認定記念と「山陰海岸ジオパーク」の再認定に向けた機運醸成等を目的に運行し、
　 隠岐と島根半島・宍道湖中海のジオパークガイドが来県。ツアー客、鳥取環境大学生等約100名が乗船。
　・平成30年度より、鳥取・島根両県で経費を負担。（鳥取県分については、鳥取県・鳥取市で1/2ずつ負担）

　平成31年4月に事業を実施する予定であり、平成30年度中にチャーター船の運航契約及びツアー客の募集
等を行う必要がある。
　　　平成30年10月～　　隠岐汽船（株）及び隠岐広域連合との契約、ツアー客募集取扱い業者の選定
　　　　　　　　　11月～　　ツアーの造成及びツアー客の募集
　　　平成31年 4月　　　 運航　※変更となる場合があります。

平成31年度

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　「山陰海岸ジオパーク」と「隠岐世界ジオパーク」を海上ルートで結ぶチャーター船（隠岐汽船（株）のレイン
ボージェット）の運航を支援し、両ジオパークの交流促進とジオパークツアー等の造成による誘客を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

鳥取港振興会対策事業費（鳥取隠岐間超高速船チャーター事業） 交通政策課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

170,939 平成 30 年 ～ 31 年度 150,400 20,539

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　・議場整備（映像音響システム、議場家具新調）
　・全員協議会室（映像音響システム新調）
　・委員会室１，２（映像音響システム、机椅子新調）
　・その他７階議会関係設備等

平成３０年度：仕様書作成、入札、契約締結
平成３１年度：整備完了予定８月

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

新本庁舎建設に伴い、新たに整備する議場、全員協議会室等の映像音響システム、家具・備品等の整備を
行う。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

鳥取市新本庁舎議場等整備事業費 市議会事務局
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

316,440 平成 30 年 ～ 33 年度 237,200 79,240

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

【南中学校校舎増改築事業】
　○事業内容
　　仮設校舎建設
　　・事業期間：平成30～33年度
　　・規模：2棟2階建　延床面積3,275.6㎡（予定）

　平成30年度　仮設校舎建設　校舎増改築及び改修実施設計
　平成31年度　校舎解体工事
　平成31～33年度　校舎増改築、改修工事、仮設校舎解体等

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　南中学校については、今後、生徒数の増加により、教室不足が生じることが想定される。このことから校舎の
増改築工事を行い、生徒の学習環境の確保を図るため、仮設校舎を整備する。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

鳥取市立南中学校校舎増改築事業費 教育総務課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

168,865 平成 30 年 ～ 32 年度 168,865

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　 湖東学校給食センター及び国府学校給食センターにおいて、民間業者に以下の業務を委託する。
　○発注書に基づく食材の検収、調理指示書に基づく調理作業、学校別・学級別に食缶へ配缶、食器・食缶
　を洗浄、消毒保管庫による消毒・保管、学校給食センター調理場の清掃業務。
　　湖東学校給食センター：小学校５校・中学校１校・義務教育学校１校
　　国府学校給食センター：小学校２校・中学校１校・義務教育学校１校

【湖東】現委託業者：（株）メフォス
　　　　　　業務委託料　　　H26～Ｈ30 ５か年総額281,880千円（年額56,376千円）
　　　　　　　　　　　　　　　　〔前回債務負担額　　281,995千円〕

【国府】現委託業者：（株）メフォス
　　　　　　業務委託料　　　H26～Ｈ30　５か年総額132,192千円（年額26,438,400円）
　　　　　　　　　　　　　　　　〔前回債務負担額　　136,080千円〕

　調理業務等の委託効果を検証しつつ、食育の充実、地産地消の推進等を図り、安全・安心な学校給食を安
定的に提供する。
　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　　１．９月議会議決後、公告及び募集要項等の公表・交付
　　２．１０月中旬に募集要項等の説明会及び現地見学会
　　３．１０月下旬～１１月上旬に参加表明書及び提案書の受付
　　４．１１月中旬に参加資格審査及び第一次審査
　　５．１１月下旬に第二次審査(プレゼンテーション・ヒアリング)、優先事業者の選定
　　６．２月下旬～３月上旬に契約書の締結
　　７．４月１日から業務開始。その後、給食リハーサル等を経て、給食開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　学校給食センターの調理業務等を民間業者へ委託(平成21年度から導入：公募型プロポーザル方式で選
定)することにより、専門的な知識・技術を活用し、業務効率の向上を図りつつ、より充実した学校給食を継続
的かつ安定的に実施する。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

鳥取市立湖東学校給食センター及び国府学校給食センター調理等業務委託 学校保健給食課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

210,074 平成 30 年 ～ 32 年度 210,074

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

【河原町総合運動場（仮称）整備】
　（平成３０年度）測量設計、用地補償
　（平成３１年度）文化財調査
　（平成３２年度）造成・施設整備工事

　平成２７年６月　旧河原町総合運動場、旧河原町グラウンドゴルフ場、旧河原町総合運動場テニスコート
　　　　　　　　　　　の条例廃止
　平成３０年４月　山手工業団地内に代替グラウンドを整備

　平成３０年９月　鳥取市土地開発公社へ新総合運動場整備を依頼
　平成３０年度中 文化財試掘調査（市）、測量設計、用地買収（公社）
　平成３１年度中 文化財調査（公社）
　平成３２年度中 造成・施設整備工事（公社）
　平成３３年３月　鳥取市土地開発公社から新総合運動場を買収

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　河原インター山手工業団地への企業誘致のため、平成２７年６月に廃止した旧河原町総合運動場、旧河原
町グラウンドゴルフ場の代替施設として本年４月に同山手工業団地内にグラウンドを整備したが、野球場の正
規の面積が確保できていないこと等もあり、旧クリーンセンターやず跡地の有効利用も含め、同跡地及びその
周辺に新たに野球場とグラウンドゴルフ場の機能を持つ総合運動場を整備する。
　なお、整備事業は鳥取市土地開発公社が実施し、完成後鳥取市が買収する。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

河原町総合運動場（仮称）整備事業費 生涯学習・スポーツ課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

380,967 平成 31 年 ～ 35 年度 380,967

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

（１）指定期間　　　５年
（２）指定方法　　　指名指定
（３）業務内容
　　①施設設備の維持管理
　　②施設の運営と利用促進
　　③利用料金の徴収
　　④おもちゃをテーマとした各種事業の実施

　平成２６年度～３０年度に引き続き、指定管理者制度による施設管理委託を行う。
　・現指定管理者　　 ：公益財団法人　鳥取童謡・おもちゃ館　（指名指定）
　・前回債務負担額　：平成２６年度～３０年度　368,500千円
　・指定管理料　　　　：Ｈ26　73,723千円　　Ｈ27　73,713千円　Ｈ28　73,703千円　 Ｈ29　73,694千円
 　                        　 Ｈ30　73,667千円（予定）　   計　368,500千円

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　①１１月に指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　②１２月議会で指定管理者の指定議決。
　③１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　④３月中に基本協定書の締結。
　⑤４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　利用者のニーズに対応した管理運営サービスの向上、民間手法の導入による管理運営費節減を図るため、
平成18年度に導入した指定管理者制度による施設の管理委託等について、現指定管理者の指定期間が満
了する平成31年度以降、指定管理者に業務を委託するための債務負担行為を行う。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取世界おもちゃ館の管理運営
費

文化交流課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

40,685 平成 31 年 ～ 35 年度 40,685

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

（１）指定期間　　　５年
（２）指定方法　　　公募による
（３）業務内容
　　①施設設備の維持管理
　　②施設の運営と利用促進
　　③利用料金の徴収
　　④歴史的建造物である本施設を活かした事業の実施

　平成２６年度～３０年度に引き続き、指定管理者制度による施設管理委託を行う。
　・現指定管理者　　 ：公益財団法人　鳥取市文化財団　（公募）
　・前回債務負担額　：平成26年度～30年度　29,110千円
　・指定管理料　　　　：Ｈ26　5,822千円　　Ｈ27　5,822千円　Ｈ28　5,822千円　 Ｈ29　5,822千円
 　                       　  Ｈ30　5,822千円（予定）　   計　29,110千円

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　①公募を実施。
　②１１月に指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　③１２月議会で指定管理者の指定議決。
　④１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　⑤３月中に基本協定書の締結。
　⑥４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　利用者のニーズに対応した管理運営サービスの向上、民間手法の導入による管理運営費節減を図るため、
平成18年度に導入した指定管理者制度による施設の管理委託等について、現指定管理者の指定期間が満
了する平成31年度以降、指定管理者に業務を委託するための債務負担行為を行う。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する城下町とっとり交流館の管理運営
費

文化交流課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

206,624 平成 31 年 ～ 35 年度 206,624

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

（１）指定期間　　　５年
（２）指定方法　　　公募による
（３）業務内容
　　①施設設備の維持管理
　　②施設の運営と利用促進
　　③利用料金の徴収
　　④文化施設として文化の向上と福祉の増進を図るための事業の実施

　平成２６年度～３０年度に引き続き、指定管理者制度による施設管理委託を行う。
　・現指定管理者　　 ：一般財団法人　鳥取市教育福祉振興会　（公募）
　・前回債務負担額　：平成２６年度～３０年度　　192,217千円
　・指定管理料　　　　：Ｈ26　37,897千円　　Ｈ27　37,713千円　Ｈ28　38,482千円　 Ｈ29　38,694千円
 　                        　 Ｈ30　38,932千円（予定）　   計　191,718千円

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　①公募を実施。
　②１１月に指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　③１２月議会で指定管理者の指定議決。
　④１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　⑤３月中に基本協定書の締結。
　⑥４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　利用者のニーズに対応した管理運営サービスの向上、民間手法の導入による管理運営費節減を図るため、
平成18年度に導入した指定管理者制度による施設の管理委託等について、現指定管理者の指定期間が満
了する平成31年度以降、指定管理者に業務を委託するための債務負担行為を行う。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市民会館の管理運営費 文化交流課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

61,400 61,400

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　鳥取市総合福祉センターに関する以下の業務を委託する。

　○施設、設備の維持管理に関する業務（施設の清掃、保安警備、保守管理等）
　○センターの使用に関する業務（使用申請を受け付け、使用許可を行う。使用料を徴収し市へ納付。）
　○その他施設の管理運営に必要な業務（駐車場内の安全確保、冬季の除雪など）

　平成２６年度から５年間指定管理者制度により施設の維持管理、運営を委託し、福祉事業の活動の場を提
供した。

　　現指定管理者　　    株式会社　さんびる（公募）
　　前回債務負担額　   平成２６年度～３０年度　292,290千円
　　指定管理料　       　H26　57,193千円　H27　58,199千円　　H28　58,199千円
　　　　　　　　　　　　　 　 H29　58,199千円　H30　58,283千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
  1．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　２．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　３．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　４．３月中に基本協定書の締結。
　５．４月１日より管理開始。

平成　31　年度

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　 地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市総合福祉センターの設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の
施設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、
民間事業者等の創意と工夫に基づいた鳥取市総合福祉センターの運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市総合福祉センターの管理
運営費

長寿社会課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

33,117 平成 31 年 ～ 35 年度 33,117

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

鳥取市湯谷荘に関する以下の業務を委託する。

　○施設、設備の維持管理に関する業務（施設の清掃、保安警備、保守管理等）
　○温泉利用に関する業務（受付、料金徴収、各種案内）

　　平成2６年度から５年間指定管理者制度により施設の維持管理、運営の委託を行い、管理者による自主事
業を展開するなど、施設利用者に温泉の提供を行った。

　　現指定管理者　　   株式会社　さんびる（公募）
　　前回債務負担額　  平成２６年度～３０年度　29,575千円
　　指定管理料　        H26　5,915千円　　H27　5,915千円　　H28　5,915千円
　　　　　　　　　　　　　 　H29　5,915千円　　H30　5,949千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
  １．公募を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．３月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　 地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市湯谷荘の設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施設に係る
指定管理者の指定の手続き等に関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間事業者
等の創意と工夫に基づいた鳥取市湯谷荘の運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市湯谷荘の管理運営費 長寿社会課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

国の通知を踏まえて定める
老人保護措置費及び民間施
設給与等改善費並びに施設
管理費

平成 31 年 ～ 35 年度 全　額

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　指定管理者に以下の業務を委託する。

　○養護老人ホームの管理運営
　　　（環境上、経済的理由により生活困難な高齢者を入所させ、自立した生活を営むことができるよう支援し、
　　　　社会復帰できるよう指導助言。）
　○施設、設備の維持管理に関する業務
　　　（施設の清掃、保安警備、保守管理等）

　平成２６年度から５年間指定管理者制度により施設の維持管理、運営を委託し、高齢者福祉サービスを提供
した。

　　現指定管理者　　    社会福祉法人　鳥取福祉会（指名指定）
　　前回債務負担額　  平成２６年度～３０年度
　　　　　　　　　　　　　　「国の通知を踏まえて定める老人保護措置費及び民間施設給与等改善費並びに
                                施設管理費」
　　指定管理料　        限度額に同じ

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
  １．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　２．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　３．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　４．３月中に基本協定書の締結。
　５．４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第244条の2第3項、鳥取市高齢者福祉施設の設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施
設に係る指定管理者の指定の手続き等に関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民
間事業者等の創意と工夫に基づいた鳥取市高齢者福祉施設の運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市高齢者福祉施設の管理運
営費

長寿社会課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

222,673 平成 31 年 ～ 35 年度 222,673

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　鳥取市障害者福祉センター（さわやか会館）の管理を指定管理者に委託する。
　指定管理者は、①特に専門的事業を行い、事業に係るノウハウや人材のネットワークが相当程度蓄積されて
いる施設であること、②福祉施設であって、職員の頻繁な交代が適当でないこと、③高度な個人情報の保護
が必要と認められる施設であること、等を考慮し、公募によらず選定を行う予定としている。また、指定の期間
は5年を予定している。

　鳥取市障害者福祉センター（さわやか会館）については、平成26年度から平成30年度までの5年間、社会福
祉法人鳥取市社会福祉協議会を指定管理者とし、管理を委託している。

　現指定管理者　　　 社会福祉法人　鳥取市社会福祉協議会（指名指定）
　前回債務負担額　　平成26～30年度　215,586千円
　指定管理料　　　　　H26　42,177千円　H27　44,987千円　　H28　43,609千円
　　　　　　　　　　　　　 H29　43,609千円　H30　43,678千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１　指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定
　２　１２月議会で指定管理者の指定議決
　３　１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示
　４　１～３月中に基本協定書の締結
　５　４月１日から管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　鳥取市障害者福祉センター（さわやか会館）の管理を指定管理者に委託し、民間の有するノウハウの活用に
よるサービスの向上と管理経費の縮減を目的とする。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市障害者福祉センターの管
理運営費

障がい福祉課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

459,155 平成 31 年 ～ 35 年度 459,155

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

指定管理者に以下の業務を委託する。
　鳥取市立下味野児童館ほか１１館の管理運営に関する業務

　平成１８年度から平成３０年度現在まで指定管理者に施設の維持管理、運営を委託している。平成２８年度
からは直接運営していた麻生、気高、下佐貫の児童館３館についても現指定管理者へ運営委託し、効率的な
運営と連携の強化を図っている。

　・現指定管理者　 　一般社団法人ともに　（公募）
　・前回債務負担額　平成28年度～30年度　270,792千円
　・指定管理料　       Ｈ28　90,264千円　Ｈ29　90,264千円　Ｈ30  90,36３千円（予定）

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
  １．公募を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．１～２月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市立児童館条例及び鳥取市公の施設に係る指定管理者の指定の手
続等に関する条例の規定に基づき、指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意・工夫を取り入
れた運営により効率化と質的向上を図るものである。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市立下味野児童館ほか１１
館の管理運営費

こども家庭課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

4,178 平成 31 年 ～ 32 年度 4,178

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　和紙業界全体が不振のなか、職員の高齢化等による紙生産の低迷など経営状況が悪化しており、現状の収
支に見合った指定管理料の見直しが必要。

現指定管理者　　 有限会社かみんぐさじ
現指定管理料　　 H２８　１，９２５千円　H２９　１，９２５千円
補正予算額　　　　H３０　１，９２５千円＋２，０８９千円
債務負担額　　    H３１　１，９２５千円＋２，０８９千円
　　　　　　　　　　　H３２　１，９２５千円＋２，０８９千円

指定管理者に以下の業務を委託する。
　ア　和紙生産伝習施設の利用の許可及び必要な利用の制限に関する業務
　イ　和紙生産伝習施設及び設備の維持管理に関する業務
　ウ　和紙生産伝習施設の観光資料等の展示に関する業務
　エ　和紙生産伝習施設の管理上、市が必要と認める業務

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　佐治地域の和紙産業の振興、地域住民の就業拡大及び伝統産業の普及啓発を目的。また管理経費の縮
減と民間知識活用によるサービス向上を図るとともに地域の特産民芸品の発展を目指す。
　地方自治法第244条の2第3項、佐治町和紙生産伝習施設の設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の
施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民
間事業者等の創意と工夫に基づいた管理運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市佐治町和紙生産伝習施設
の管理運営費

経済・雇用戦略課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

90,644 平成 31 年 ～ 35 年度 90,644

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

１　観光振興及び地域の活性化に係る企画、展示等に関する業務。
２　地域情報及び観光情報の発信に関する業務。
３　民芸品等の地域特産品の展示、販売及び開発に関する業務。
４　地域のまちづくりの推進に関する業務。

平成２２年４月から開館した施設であり、指定管理者による管理運営を行っている。

現指定管理者　　　株式会社ふるさと鹿野
指定管理料　　　　 平成２６年度　17,748千円　　　平成２７年度　17,748千円
　　　　　　　　　　　　平成２８年度　17,748千円　　　平成２９年度　17,748千円
　　　　　　　　　　　　平成３０年度　17,748千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
　２．１２月議会で指定管理者の指定議決
　３．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　４．１～２月中に基本協定書の締結。
　５．４月１日から管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市鹿野往来交流館の設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施
設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間
事業者等の創意と工夫に基づいた管理運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市鹿野往来交流館の管理運
営費

観光戦略課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

3,102 平成 31 年 ～ 35 年度 3,102

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

神戸ふれあいセンター運営委員会に以下の業務を委託する。
①事業の実施に関する業務（農産物加工指導・利用者の安全確保に関する業務）
②施設の利用の許可に関する業務（利用受付の許可、料金徴収業務、減免に関する業務）
③施設及び設備の維持管理に関する業務（玄関等の開閉・施錠、清掃、設備保守及び軽微な修繕）

平成18年度から3年間及び平成21年度から5年間及び平成26年度から5年間、指定管理者制度により施設の
維持管理、運営を委託し、平成27年度　911人、平成28年度　595人、平成29年度　715人の利用者に加工・研
修等の場を提供した。

　現指定管理者　　　神戸ふれあいセンター運営委員会（指名）
　前回債務負担額　　平成２６～３０年度　3,015千円
　指定管理料　　　　　H26　603千円　　H27　603千円　　H28　603千円
　　　　　　　　　　　　　 Ｈ29　603千円    H30　603千円　　計3,015千円

適正な施設管理を実施し、利用者の衛生的な農産物加工や研修の場を提供する。

9月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
1.公募を実施。
2.指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
3.12月議会で指定管理者の指定議決
4.12月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
5.1～2月中に基本協定書の締結。
6.指定管理者交代の場合、3月末までに引継ぎ。
7.4月1日から管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

地方自治法第244条の2第3項、鳥取市神戸ふれあいセンターの設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の
施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民
間事業者等の相違と工夫に基づいた鳥取市神戸ふれあいセンターの運営における質的向上と効率化を図
る。（山間地集落を対象に農業従事者の集会、研修、特産物の加工・展示を行い、地域の活性化のための拠
点施設として、また、周辺農地を利用した体験農園、桃狩りに訪れた人々の休憩所等として利用することを目
的とする。）

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市神戸ふれあいセンターの
管理運営費

農業振興課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

3,645 平成 31 年 ～ 35 年度 3,645

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

鳥取いなば農業協同組合に以下の業務を委託する。
①事業の実施に関する業務（農産物加工指導・利用者の安全確保に関する業務）
②施設の利用の許可に関する業務（利用受付の許可、料金徴収業務、減免に関する業務）
③施設及び設備の維持管理に関する業務（玄関等の開閉・施錠、清掃、設備保守及び軽微な修繕）

平成18年度から3年間及び平成21年度から5年間及び平成26年度から5年間指定管理者制度により施設の維
持管理、運営を委託し、平成27年度　296人、平成28年度　309人、平成29年度　256人の利用者に加工・研修
等の場を提供した。

　現指定管理者　　　鳥取いなば農業協同組合（指名）
　前回債務負担額　　平成２６～３０年度　3,440千円
　指定管理料　　　　　H26　688千円　　H27　688千円　　H28　688千円
                        　   Ｈ29　688千円　　H30　688千円　　計3,440千円

適正な施設管理を実施し、利用者の衛生的な農産物加工や研修の場を提供する。

9月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
1.公募を実施。
2.指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
3.12月議会で指定管理者の指定議決
4.12月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
5.1～2月中に基本協定書の締結。
6.指定管理者交代の場合、3月末までに引継ぎ。
7.4月1日から管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

地方自治法第244条の2第3項、鳥取市農産物加工等施設の設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施
設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間
事業者等の相違と工夫に基づいた鳥取市国府町転作促進集会研修施設七草の家の運営における質的向上
と効率化を図る。
(農産物の加工技術の習得・向上による地域農業の振興と共同利用による地域住民の連帯感の醸成を図るこ
とを目的とする。）

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市国府町転作促進集会研修
施設七草の家の管理運営費

農業振興課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

24,556 平成 31 年 ～ 35 年度 24,556

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

指定管理者に以下の業務を委託する。
①事業の実施に関する業務（特産加工品の開発研究・製造販売）
②施設及び設備の維持管理に関する業務（玄関等の開閉・施錠、清掃、設備保守及び軽微な修繕）

平成１８年度から３年間及び平成21年度から5年間及び平成26年度から5年間、指定管理者制度により施設の
維持管理、運営を委託し、自主事業の実施により平成27年度　8,604人、平成28年度　9,107人、平成29年度
10,524人の利用者に加工・研修等の場を提供した。

　現指定管理者　　　一般財団法人鳥取市農業公社（公募）
　前回債務負担額　　平成２６～３０年度　31,746千円
　指定管理料　　　　　H26　6,288千円　　H27　6,318千円　　H28　6,380千円
                             Ｈ29　6,380千円    H30　6,380千円　　計31,746千円

適正な施設管理を実施し、管理運営経費節減及びサービスの向上を図る。

9月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
1.公募を実施。
2.指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
3.12月議会で指定管理者の指定議決
4.12月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
5.1～2月中に基本協定書の締結。
6.指定管理者交代の場合、3月末までに引継ぎ。
7.4月1日から管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

地方自治法第244条の2第3項、鳥取市青谷町特産物加工販売施設の設置及び管理に関する条例及び鳥取
市公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入すること
で、民間事業者等の相違と工夫に基づいた鳥取市青谷町特産物加工販売施設の運営における質的向上と
効率化を図る。（農林水産物等を原料に用いた特産加工品の研究開発と加工品の製造販売及び市内で生
産・採取された農林水産物や特産品を展示・直販し、農林水産物の高付加価値化、農業者の生産意欲の向
上、また地域住民や外来者の交流等により、農業・農村の活性化を図ることを目的とする。）

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市青谷町特産物加工販売施
設の管理運営費

農業振興課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

4,899 平成 31 年 ～ 35 年度 4,899

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

鳥取市佐治町婦人の家運営協議会に以下の業務を委託する。
①施設の利用の許可に関する業務（利用受付の許可、料金徴収業務、減免に関する業務）
②施設及び設備の維持管理に関する業務（玄関等の開閉・施錠、清掃、設備保守及び軽微な修繕）

平成18年度から３年間及び平成21年度から5年間及び平成26年度から5年間、指定管理者制度により施設の
維持管理、運営を委託し、平成27年度　1,091人、平成28年度　930人、平成29年度　969人の利用者に加工・
研修等の場を提供した。

　現指定管理者　　　佐治町婦人の家運営協議会（公募）
　前回債務負担額　　平成２６～３０年度　4,715千円
　指定管理料　　　　　H26　943千円　　H27　943千円　　H28　943千円
                             Ｈ29　943千円　　H30　943千円　　計4,715千円

適正な施設管理を実施し、利用者の衛生的な農産物加工や研修の場を提供する。

9月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
1.公募を実施。
2.指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
3.12月議会で指定管理者の指定議決
4.12月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
5.1～2月中に基本協定書の締結。
6.指定管理者交代の場合、3月末までに引継ぎ。
7.4月1日から管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

地方自治法第244条の2第3項、鳥取市農産物加工等施設の設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施
設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間
事業者等の相違と工夫に基づいた鳥取市佐治町農産物加工センターの運営における質的向上と効率化を図
る。（農産物の加工技術の習得・向上による地域農業の振興と共同利用による地域住民の連帯感の醸成を図
ることを目的とする。）

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市佐治町農産物加工セン
ターの管理運営費

農業振興課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

109,225 平成 31 年 ～ 35 年度 109,225

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

指定管理者に以下の業務を委託する。
○安蔵公園及び安蔵森林公園の施設、設備の維持管理、運営に関する業務。（施設の清掃、保安警備、保
守管理等）
○安蔵公園のスポーツ事業に関する業務。
○安蔵森林公園の森利用制限に関する業務。（適正な管理に必要な利用者への措置命令）
○その他施設の管理運営に必要な業務。（来園者の受付及び案内、施設設備の利用指導及び利用者への
サービス提供並びに利用促進）
○安蔵森林公園を利用した、森林に対する理解を深めるための事業に関する業務（宿泊、自然観察、野外活
動等を通じて森林に対する理解を深める。）

平成18年度から指定管理者制度を導入。施設の維持管理、運営を委託し、管理者の自主事業を展開してい
る。
平成27年度　9,327人、平成28年度　7,969人、平成29年度　8,813人の利用者（来園者含む）に森林とふれあ
う場を提供した。
　
　現指定管理者　　　株式会社ビーフリー
　前回債務負担額　　平成26～30年度　103,090千円
　指定管理料　　　　　H26　18,514千円　H27　18,514千円　H28　18,514千円
　　　　　　　　　　　　　 H29　18,514千円　H30　18,514千円

適正な施設管理を実施し、利用者の安全確保に努めるとともに、自主事業の展開による森林とのふれあいの
場を提供する。
　9月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
1.公募を実施。
2.指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者を決定。
3.12月議会で指定管理者の指定議決
4.12月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
5.指定管理者交代の場合、3月末までに引継ぎ。
6.3月中に基本協定・年度協定の締結。
7.4月1日から管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

地方自治法第244条の2第3項、鳥取市安蔵公園の設置及び管理に関する条例、鳥取市安蔵森林公園の設
置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基
づき指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意と工夫に基づいた管理運営における質的向上
と効率化を図る。(市民の保健休養及びレクリエーションの振興に資することを目的とする。)

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市安蔵公園及び安蔵森林公
園の管理運営費

林務水産課
都市環境課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

530,844 平成 31 年 ～ 35 年度 530,844

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

 ① 鳥取市都市公園、千代水スポ－ツ広場、津ノ井スポ－ツ広場及び鳥取市営美保球場の管理に関する
　　業務。
 ② 鳥取市都市公園、千代水スポ－ツ広場、津ノ井スポ－ツ広場及び鳥取市営美保球場の運営に関する
　　業務。
 ③ 千代水スポ－ツ広場、津ノ井スポ－ツ広場及び鳥取市営美保球場のスポ－ツ事業に関する業務。

　平成１８年度から指定管理者制度へ移行している施設であり、施設の維持管理及び運営を委託し、管理者
の自主事業を展開している。（平成２７年度より千代水公園の指定管理を開始）

　現指定管理者　　　　　公益財団法人鳥取市公園・スポ－ツ施設協会
　前回債務負担額　　 　510,092千円（千代水公園4,032千円含む）
　指定管理料　　　　　　 H26　101,072千円　　　H27　102,072千円　　　H28　102,072千円
　　　　　　　　　　　　　　　H29　102,072千円　　　H30　104,258千円（水道料金改定分2,186千円含む）
　　　　　　　　　　　　　　　計　　511,546千円

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは、下記のとおりです。
 ① 指名指定を実施。
 ② １１月に指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
 ③ １２月議会で指定管理者の指定議決。
 ④ １２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
 ⑤ １～３月中に協定書の締結。
 ⑥ 指定管理者交代の場合、３月末までに引継ぎ。
 ⑦ ４月１日から管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市都市公園条例、鳥取市スポ－ツ広場の設置及び管理に関する条
例、鳥取市営美保球場の設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施設に係る指定管理者の指定の手続
きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意と工夫に基づいた
管理運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市都市公園、千代水スポ－
ツ広場、津ノ井スポ－ツ広場、美保球場の管理運営費

都市環境課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

29,090 平成 31 年 ～ 35 年度 29,090

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

 ① 鹿野町温泉公園、鹿野町越路ケ丘公園、青谷町空浜公園、気高町北浜公園、気高町浜村砂丘公園の管
理に関する業務。
 ② 鹿野町温泉公園、鹿野町越路ケ丘公園、青谷町空浜公園、気高町北浜公園、気高町浜村砂丘公園の運
営に関する業務。

　平成１８年度から指定管理者制度へ移行している施設であり、施設の維持管理及び運営を委託し、管理者
の自主事業を展開している。

　現指定管理者　　　　　　有限会社片山庭園
　前回債務負担額　　　　　25,690千円
　指定管理料　　　　　　　　H26　4,995千円　　　H27　4,995千円　　　H28　4,995千円
　　　　　　　　　　　　　　　　 H29　4,995千円　　　H30　5,001千円（水道料金改定分6千円含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　 計　 24,981千円

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは、下記のとおりです。
 ① ９月下旬～１０月下旬まで公募を実施。
 ② １１月に指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
 ③ １２月議会で指定管理者の指定議決。
 ④ １２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
 ⑤ １～３月中に協定書の締結。
 ⑥ 指定管理者交代の場合、３月末までに引継ぎ。
 ⑦ ４月１日から管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市都市公園条例及び鳥取市公の施設に係る指定管理者の指定の手
続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意と工夫に基づい
た管理運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鹿野町温泉公園、鹿野町越路ケ
丘公園、青谷町空浜公園、気高町北浜公園、気高町浜村砂丘公園の管理運営費

都市環境課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

30,854 平成 31 年 ～ 35 年度 30,854

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

 ① 重箱緑地の管理に関する業務。
 ② 重箱緑地の運営に関する業務。

　平成２４年度から指定管理者制度へ移行している施設であり、施設の維持管理及び運営を委託し、管理者
の自主事業を展開している。

　現指定管理者　　　　　　株式会社グリーン企画浜本
　前回債務負担額　　　　 19,995千円
　指定管理料　　　　　　　 H26　3,998千円　　　H27　3,998千円　　　H28　3,998千円
　　　　　　　　　　　　　　　　H29　3,998千円　　　H30　4,028千円（水道料金改定分30千円含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　計　 20,020千円

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは、下記のとおりです。
 ① ９月下旬～１０月下旬まで公募を実施。
 ② １１月に指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
 ③ １２月議会で指定管理者の指定議決。
 ④ １２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
 ⑤ １～３月中に協定書の締結。
 ⑥ 指定管理者交代の場合、３月末までに引継ぎ。
 ⑦ ４月１日から管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市都市公園条例及び鳥取市公の施設に係る指定管理者の指定の手
続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意と工夫に基づい
た管理運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する重箱緑地の管理運営費 都市環境課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

94,942 平成 31 年 ～ 35 年度 94,942

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

 ① 鳥取市用瀬町運動公園の管理に関する業務。
 ② 鳥取市用瀬町運動公園の運営に関する業務。
 ③ 鳥取市用瀬町運動公園におけるスポ－ツ事業に関する業務。

　平成１８年度から指定管理者制度へ移行している施設であり、施設の維持管理及び運営を委託し、管理者
の自主事業を展開している。

　現指定管理者　　　　　　株式会社よろずや
　前回債務負担額　　　　 88,295千円
　指定管理料                H26　17,477千円　　　H27　17,477千円　　　H28　17,477千円
　　　　　　　　　　　　　　　　H29　17,477千円　　　H30　17,477千円
　　　　　　　　　　　　　　　　計　 　87,385千円

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは、下記のとおりです。
 ① ９月下旬～１０月下旬まで公募を実施。
 ② １１月に指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
 ③ １２月議会で指定管理者の指定議決。
 ④ １２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
 ⑤ １～３月中に協定書の締結。
 ⑥ 指定管理者交代の場合、３月末までに引継ぎ。
 ⑦ ４月１日から管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市用瀬町運動公園の設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施
設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間
事業者等の創意と工夫に基づいた管理運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市用瀬町運動公園の管理運
営費

都市環境課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

154,979 平成 31 年 ～ 35 年度 154,979

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

 ① 湖山池公園の管理に関する業務。
 ② 湖山池公園の運営に関する業務。
 ③ 青島キャンプ場の運営に関する業務。
 ④ 湖山池情報プラザの運営に関する業務。

　平成１８年度から指定管理者制度へ移行している施設であり、施設の維持管理及び運営を委託し、管理者
の自主事業を展開している。

　現指定管理者　　　　　　株式会社鳥取グリ－ン
　前回債務負担額　　　　 133,468千円
　指定管理料　　　　　　　 H26　23,329千円　　　H27　25,667千円　　　H28　27,597千円
　　　    　　　　　　　　　　   H29　27,597千円　　　H30　27,811千円（水道料金改定分214千円含む）
　　　　　　　　　　　　　　　　計　　132,001千円

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュ－ルは、下記のとおりです。
 ① ９月下旬～１０月下旬まで公募を実施。
 ② １１月に指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定。
 ③ １２月議会で指定管理者の指定議決。
 ④ １２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
 ⑤ １～３月中に協定書の締結。
 ⑥ 指定管理者交代の場合、３月末までに引継ぎ。
 ⑦ ４月１日から管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市都市公園条例及び鳥取市公の施設に係る指定管理者の指定の手
続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意と工夫に基づい
た管理運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する湖山池公園の管理運営費 都市環境課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

74,960 平成 31 年 ～ 35 年度 74,960

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　指定管理者を公募し、鳥取市Ｂ＆Ｇ海洋センターの管理運営を平成３１年度より５年間委託する。
　指定管理者が行う業務の範囲は、以下のとおり。
　１．鳥取市Ｂ＆Ｇ海洋センターの利用に関する業務（利用許可及び利用料徴収、施設設備の利用指導
　　　利用促進等）
　２．鳥取市Ｂ＆Ｇ海洋センターの施設及び設備の維持管理に関する業務（施設の清掃、保安警備、保守
　　　管理等）
　３．その他、施設の管理上市長が必要と認める業務

　平成18年度　指定管理者制度へ移行（３年間）
　平成21年度　指定管理者制度の更新（５年間）
　平成26年度　指定管理者制度の更新（５年間）

　現指定管理者　　株式会社さんびる
　前回債務負担額　平成２６～平成３０年度　７５，２６５千円
　指定管理料　Ｈ26：１５，０５３千円　　Ｈ27：１５，０５３千円　　Ｈ28：１５，０５３千円　　Ｈ29：１５，０５３千円
　　　　　　　　   Ｈ30：１５，０５３千円（予定）

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．公募を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．３月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　鳥取市海洋センターの設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施設に係る指定管理者の指定の手続
きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意と工夫に基づいた
管理運営によるサービス向上及び効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市Ｂ＆Ｇ海洋センターの管理
運営費

生涯学習・スポーツ課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

255,986 平成 31 年 ～ 35 年度 255,986

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　指定管理者に以下の業務を委託する。

　○鳥取市営サッカー場バードスタジアム及び千代川倉田緑地の利用に関する業務（利用申込みの受付、
　　 施設案内、スポーツの指導、利用料金の徴収等）
　○鳥取市営サッカー場バードスタジアムび千代川倉田緑地の施設及び設備の維持管理に関する業務
　　 （施設の清掃、保安警備、保守管理等）
　○その他、施設の管理上市長が必要と認める業務

　平成18年度　指定管理者制度へ移行（３年間）
　平成21年度　指定管理者制度の更新（５年間）
　平成26年度　指定管理者制度の更新（５年間）

　現指定管理者　　一般財団法人　鳥取県サッカー協会
　前回債務負担額　平成26～30年度　245,542千円
　指定管理料　Ｈ26：49,108千円　　Ｈ27：48,121千円　　Ｈ28：48,121千円　 Ｈ29：48,121千円
　　　　　　　　　Ｈ30：48,121千円（予定）　計：241,592千円

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．公募を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．３月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　地方自治法第244条の2第3項、鳥取市営サッカー場の設置及び管理に関する条例、鳥取市都市公園条例
及び鳥取市公の施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導
入することで、民間事業者等の創意と工夫に基づいた管理運営によるサービス向上及び効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市営サッカー場バードスタジ
アム及び千代川倉田緑地の管理運営費

生涯学習・スポーツ課
都市環境課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

433,940 平成 31 年 ～ 35 年度 433,940

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　指定管理者を公募し、鳥取市文化センターの管理運営を平成３１年度より５年間委託する。
　指定管理者が行う業務の範囲は、以下のとおり。
　１．鳥取市文化センターの利用に関する業務（使用許可及び使用料徴収、施設設備の利用指導
　　　利用促進等）
　２．鳥取市文化センターの施設、設備の維持管理に関する業務（施設の清掃、保安警備、保守
　　　管理等）
　３．鳥取市文化センターを利用した、生涯学習活動・文化芸術活動を推進するための事業に関する業務
　４．その他、施設の管理上市長が必要と認める業務

　平成18年度　指定管理者制度へ移行（３年間）
　平成22年度　指定管理者制度の更新（５年間）
　平成26年度　指定管理者制度の更新（５年間）

　現指定管理者　　一般財団法人　鳥取市教育福祉振興会
　前回債務負担額　平成26～平成30年度　４９５，３５０千円
　指定管理料　Ｈ26：１０１，５６４千円　　Ｈ27：９８，５２０千円　　Ｈ28：９９，０９９千円　 Ｈ29：９５，５７５千円
　　　　　　　　　Ｈ30：９５，９９２千円（予定）

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．公募を実施。
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　５．３月中に基本協定書の締結。
　６．４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

　鳥取市文化センターの設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の施設に係る指定管理者の指定の手続
きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意と工夫に基づいた
鳥取市文化センターの運営における質的向上と効率化を図る。

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市文化センターの管理運営
費

生涯学習・スポーツ課
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

90,438 平成 31 年 ～ 32 年度 90,438

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

　鳥取市体育館の設置及び管理に関する条例、鳥取市テニス場の設置及び管理に関する条例、鳥取市立武
道館の設置及び管理に関する条例、鳥取市勤労青少年ホーム条例及び鳥取市公の施設に係る指定管理者
の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民間事業者等の創意と工
夫に基づいた管理運営によるサービス向上及び効率化を図る。

　指定管理者を指定し、鳥取市民体育館、鳥取市勤労青少年ホーム、鳥取市千代テニス場、鳥取市城北テニ
ス場及び鳥取市武道館（以下「鳥取市民体育館等」という。）の管理運営を平成３１年度より２年間委託する。
　指定管理者が行う業務の範囲は、以下のとおりとします。
　１．鳥取市民体育館等の利用に関する業務（使用許可及び使用料徴収、施設設備の利用指導
　　　利用促進等）
　２．鳥取市民体育館等の施設及び設備の維持管理に関する業務（施設の清掃、保安警備、保
　　　守管理等）
　３．その他、施設の管理上市長が必要と認める業務

≪鳥取市民体育館、鳥取市千代テニス場、鳥取市城北テニス場、鳥取市武道館≫
　平成18年度　指定管理者制度へ移行（３年間）、平成21年度　指定管理者制度の更新（５年間）、平成26年
度　指定管理者制度の更新（５年間）
≪鳥取市勤労青少年ホーム≫
　平成18年度　指定管理者制度へ移行（３年間）、平成22年度　指定管理者制度の更新（５年間）、平成26年
度　指定管理者制度の更新（５年間）
　
　現指定管理者　　一般財団法人　鳥取市教育福祉振興会
　前回債務負担額　平成26～平成30年度　２３８，９７５千円
　指定管理料　Ｈ26：４６，９５７千円　　Ｈ27：４７，４２８千円　　Ｈ28：４７，３１１千円　 Ｈ29：４７，２０５千円
　　　　　　　　　 Ｈ30：４７，４００千円（予定）

　９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理者候補者の選定。
　２．１２月議会で指定管理者の指定議決。
　３．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示。
　４．３月中に基本協定書の締結。
　５．４月１日より管理開始。

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市民体育館、鳥取市千代テ
ニス場、鳥取市城北テニス場、鳥取市武道館及び鳥取市勤労青少年ホームの管理
運営費

生涯学習・スポーツ課
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

271,206 その他 271,206 

行財政改革課処理欄

計

271,206 0 

積立金

目 積立金

補正前額 381 

要求額 271,206 

総務部長段階査定額 271,206 

事業の概要　会計名

0 

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２９年度繰越金精算によるもの 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２９年度介護給付費の事業費確定による介護保険料収入額及び基金繰入金の充当残 
額を平成３０年度に繰越して介護給付費準備基金に積立てを行い、介護給付費の急増等不 
測の事態に備えることにより、介護保険事業の安定的な運営を行うもの。 
 
【事業の内容】 
　＜基金積立金内訳＞ 
　　介護保険料充当残　２０２，１５０，４０１円 
　　基金繰入金充当残　　６８，１６２，９０５円 
　　保険料延滞金　　　  　　　８９２，８００円 
　　　　合計　　　　　２７１，２０６，１０６円
 
　※その他財源のその他は、前年度繰越金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 積立金

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分

市長段階査定額

補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

地方債 0 

その他 271,206 0 

一般財源 0 諸収入 0 

福００１ 項　　目　　名 介護給付費準備基金積立金

予算書項目 介護給付費準備基金積立金 ページ 21 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 404,109 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 404,109 その他 404,109 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 404,109 0 

償還金及び還付加算金

目 償還金

補正前額 1 

要求額 404,109 

総務部長段階査定額 404,109 

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２９年度繰越金の精算を行うもの。 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２９年度介護給付費の事業費確定による国庫負担金、県負担金、社会保険診療報酬
支払基金の充当残額を返還するもの。
 
【事業の内容】 
　＜国庫負担金＞ 
　平成２９年度収入済額　　　額確定額　　　   返還額 
     3,095,498,627円　   2,970,436,466円　 125,062,161円（Ａ） 
 
　＜県負担金＞ 
　平成２９年度収入済額　　　額確定額　　　   返還額 
     2,506,872,251円　   2,414,850,345円　  92,021,906円（Ｂ） 
 
　＜支払基金交付金＞ 
　平成２９年度収入済額　　　額確定額　　　   返還額 
     4,826,657,000円　   4,639,631,716円　 187,025,284円（Ｃ） 
 
  返還額計（Ａ）+（Ｂ）+（Ｃ）=404,109,351円
 
 ※その他財源のその他は、前年度繰越金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 諸支出金

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００２ 項　　目　　名 国庫支出金等過年度分（介護給付費等）

予算書項目 国庫支出金等過年度分還付金 ページ 21 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 109,629 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 109,629 その他 109,629 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 109,629 0 

償還金及び還付加算金

目 償還金

補正前額 0 

要求額 109,629 

総務部長段階査定額 109,629 

介護保険費特別会計 【問合せ先】管理係 0857-20-3449 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２９年度繰越金の精算を行うもの。 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２９年度地域支援事業の事業費確定による国庫補助金、県補助金、社会保険診療報 
酬支払基金交付金の充当残額を返還するもの。 
 
【事業の内容】 
　＜国庫補助金＞ 
　　平成29年度収入済額　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　　214,571,127円　－ 163,859,481円　＝ 　 50,711,646円（Ａ） 
　＜県補助金＞ 
　　平成29年度収入済額　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　  116,812,613円　－　87,399,076円　＝  　29,413,537円（Ｂ） 
　＜支払基金交付金＞ 
　　平成29年度収入額　　　　額確定額　　　　　　返還額 
　　　 　90,760,000円　－　61,256,555円　＝　  29,503,445円（Ｃ） 
　　返還額計（Ａ）＋（Ｂ）＋（Ｃ）＝ 109,628,628円　　　　　　　　　　　　　　　 
　 
　※その他財源のその他は、前年度繰越金。
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 諸支出金

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００３ 項　　目　　名 国庫支出金等過年度分（地域支援事業等）

予算書項目 国庫支出金等過年度分還付金 ページ 21 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 H30

（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 117,380 0 

一般財源 0 諸収入 0 

計 117,380 その他 117,380 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 117,380 0 

繰出金

目 一般会計へ繰出

補正前額 0 

要求額 117,380 

総務部長段階査定額 117,380 

介護保険費特別会計 【問合せ先】介護保険係 0857-20-3452 
 
【１０次総の施策体系】1304 
 
【事業の経過及び背景】 
　平成２９年度繰越金の精算を行うもの。 
 
【事業の目的及び効果】 
　平成２９年度介護給付費及び地域支援事業費の事業費確定による一般会計繰入金の充当 
残額等を返還するもの。 
 
【事業の内容】 
　＜介護給付費充当分＞ 
　平成２９年度収入額　　     額確定額　　　       返還額 
   2,166,838,000円    -   2,075,929,818円  ＝  90,908,182円（Ａ） 
　＜事務費充当分＞ 
　平成２９年度収入額　　     額確定額　       　　返還額 
     253,641,000円    -     246,892,716円   ＝  6,748,384円（Ｂ） 
　＜低所得者保険料軽減分＞ 
　平成２９年度収入額　     　額確定額　       　　返還額 
      30,350,000円    -      30,970,620円   ＝  △620,620円（Ｃ） 
　＜地域支援事業費充当分＞ 
　平成２９年度収入額　     　額確定額　　　       返還額 
     139,529,000円    -     119,203,296円   ＝ 20,325,704円（Ｄ） 
　＜地域支援事業手数料分＞ 
　過年度分収入額　　手数料　17,700円（Ｅ） 
 
　返還額計（Ａ）+（Ｂ）+（Ｃ）+（Ｄ）+（Ｅ）＝117,379,350円 

　※その他の財源のその他は、前年度繰越金。

款 諸支出金

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００４ 項　　目　　名 一般会計へ繰出

予算書項目 一般会計へ繰出 ページ 21 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 H30
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（単位：千円）

負担金

使用料

手数料

財産収入

寄付金

繰入金

地方債 0 0 

その他 63 0 

一般財源 0 諸収入 63 

計 63 その他 0 

行財政改革課処理欄

事業の概要　会計名

市長段階査定額 63 0 

任意事業費

目 その他事業費

補正前額 11,359 

要求額 63 

総務部長段階査定額 63 

介護保険費特別会計 【問合せ先】地域支援係 0857-20-3453 
 
【１０次総の施策体系】1302 
 
【事業の経過、背景及び目的】 
　安心ホットライン事業終了等に伴い、利用者が機器を返還する際に、本体等を紛失した
ことによる委託先（ALSOKあんしんケアサポート（株））レンタル品への補償金。

【事業の内容】 
　委託先（ALSOKあんしんケアサポート（株））レンタル品の補償

　　［装置名］　　　　　［価格］　　　［人数］　　　［金額］
　緊急通報装置本体　　２７，０００円　 　１名　　　２７，０００円
　ペンダント型送信機　１１，８８０円　　３名　　　３５，６４０円 
 
　※その他財源の諸収入は、利用者からの補償金 収入。
　
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

款 地域支援事業費

項

その他財源の内訳

分担金 0 

0 

区　　分 補正額 0 

財
源
内
訳

国・県支出金 0 0 

福００５ 項　　目　　名 安心ホットライン事業費

予算書項目 地域自立生活支援事業費 ページ 23 所　　属　　名

福祉部 
長寿社会課年度 H30
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国 県 起 債 そ の 他 一 般 財 源

17,819 平成 31 年 ～ 35 年度 17,819

　[事業の目的]

　[事業の内容]

　[これまでの関連する取組み]

　[今後の取組み]

平成３０年度９月補正予算債務負担行為の概要

事 業 名 担 当 課

指定管理者制度に基づき指定管理者に委託する鳥取市気高町遊漁センターの管
理運営費

観光戦略課

鳥取市気高町遊漁センターの管理運営に関する業務

指定管理者により、施設の維持管理、運営を委託し、地域の観光・経済の振興に取り組んでいる。

現指定管理者　　 有限会社　三晃
指定管理料　 　　　平成２８年度　１，１６４千円
　　　　　　　　　　　　平成２９年度　１，１６４千円
　　　　　　　　　　　　平成３０年度　１，１６４千円

９月議会で債務負担行為の議決を得た後のスケジュールは次のとおり。
　１．公募を実施
　２．指定管理者選考委員会を開催し、指定管理候補者の選定
　３．１２月議会で指定管理者の指定議決
　４．１２月議会議決後、指定管理者の指定及び告示
　５．１～２月中に基本協定書の締結
　６．４月１日から管理開始

[単位：千円]

限 度 額 期 間
財 源 内 訳

地方自治法第２４４条の２第３項、鳥取市気高町遊漁センターの設置及び管理に関する条例及び鳥取市公の
施設に係る指定管理者の指定の手続きに関する条例の規定に基づき指定管理者制度を導入することで、民
間事業者等の創意と工夫に基づいた管理運営における質的向上と効率化を図る。
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